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第 230 回入札監理小委員会 

議事次第 

 

 

                日 時：平成 24 年 9 月 21 日（金）14：48～18：04 

                場 所：永田町合同庁舎１階 第 3 共用会議室  

 

 

１．実施要項（案）の審議  

○港湾空港技術研究所情報処理システム運用管理業務（（独）港湾空港技術研究所） 

○造幣局基幹サーバ等運用管理作業（（独）造幣局） 

○印刷局ネットワークシステム運用管理支援請負作業（（独）国立印刷局） 

○航空灯火・電源施設の維持管理業務（国土交通省） 

 

２．事業の評価（案）等の審議  

○道路、河川・ダムの発注者支援等業務（国土交通省） 

 

３．その他 

 

 

＜出席者＞ 

（委 員） 

  小林主査、井熊副主査、尾花副主査、逢見専門委員、宮崎専門委員、大山専門委員  

 

（(独)港湾空港技術研究所）  

  業務課 西井課長、佐々木課長補佐  

  総務課 松瀬課長補佐  

 

（(独)造幣局） 

  市川 CIO 補佐官 

  総務部 情報システム課 伊藤課長、坂田専門官、小林主任  

 

（(独)国立印刷局）  

  総務部 情報管理グループ 古谷グループリーダー、  

田端専門官、佐藤主査、田中副調査主事  
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（国土交通省）  

  大臣官房 技術調査課 建設システム管理企画室 高村室長、 

             牧角課長補佐、  

 

  土地・建設産業局 地価調査課 公共用地室 遠藤用地企画官  

 

  航空局 航空灯火・電気技術室 岩田課長補佐、石黒専門官、刀禰係長  

 

 

（事務局） 

  後藤参事官、古矢参事官 
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○小林主査 それでは、ただいまから第230回「入札監理小委員会」を開催いたします。 

 本日は、港湾空港技術研究所の「情報処理システム運用管理業務」、造幣局の「基幹サ

ーバ等運用管理作業」、国立印刷局の「ネットワークシステム運用管理支援請負作業」、

国土交通省の「航空灯火・電源施設の維持管理業務」の実施要綱（案）の審議を行います。 

 さらに、国土交通省の「道路、河川・ダムの発注者支援等業務」の実施状況及び事業の

評価（案）等の審議を行います。 

 最初に、独立行政法人港湾空港技術研究所の「情報処理システム運用管理業務」の実施

要綱（案）の審議から始めたいと思います。本日は、港湾空港技術研究所業務課の西井課

長に御出席いただいておりますので、実施要綱（案）等の内容等について、御説明をお願

いしたいと思います。 

 御説明は15分程度でお願いいたします。 

○西井課長 港湾空港技術研究所管理部業務課の西井と申します。よろしくお願いいたし

ます。座って失礼させていただきます。 

 本日は当研究所の契約案件、先ほどもありましたように情報処理システム運用管理業務

について、委員の先生方に御審議をいただく運びとなり、お手数をおかけいたします。何

とぞよろしくお願いしたいと思います。 

 当研究所の業務については、港湾及び空港の整備等に関する調査、研究、技術の開発等

を行う研究機関であるということで、研究職、技術職、事務職で組織されているというこ

とです。当研究所としましては、これまでも契約の透明性、競争性、公平性を確保すると

いうことで実施してまいったわけですが、今般こうした市場化テストのプログラムにのっ

とった形の入札導入にさせていただくことは初めてということになります。 

 その意味から、本日委員の先生方に御指導を賜り、これを反映した形で当該契約案件を

実施できるよう、真摯に取り組んでまいる所存でございます。 

 それでは「情報処理システム運用管理業務」の実施要綱（案）について、担当の佐々木

と松瀬の方から御説明したいと思います。よろしくお願いします。 

○佐々木課長補佐 それでは、まず最初に私のほうから、資料に基づきまして説明させて

いただきます。資料は厚いものですから、割愛しながら説明させていただきますので、よ

ろしくお願いします。 

 まず、趣旨ですが「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」に基づきまし

て、ひいては、より良質かつ低廉な公共サービスを実現することを目指しております。 

 これらを踏まえまして、独立行政法人港湾空港技術研究所情報処理システム運用管理業

務について、公共サービス改革基本方針に従いまして、民間競争入札実施要綱を定めてお

ります。 

 ２の対象公共サービスの詳細な内容についてです。まず「（１）本業務の詳細な内容」

についてですが、当研究所は先ほど西井の説明したとおり、港湾及び空港の整備等に関す

る調査、研究及び技術の開発等を行う研究機関であります。 
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 組織としましては、１つの管理部門と７領域３センターの研究部門により組織されてい

るものであります。これにつきましては、要綱の別添６のほうに組織図が付いております

ので、こちらを参照していただければと思います。 

 続きまして「ア 情報処理システムの概要」についてです。当研究所の情報処理システ

ムにつきましては、構内LANと業務システムにより構成されております。外部との通信につ

いては公共回線サービスを利用しております。 

 構内LANにつきましては、いわゆる一般的なサーバ／クライアント方式を採用しておりま

して、サーバのOSについてはWindows Server 2003あるいはRedHat Linux4、RedHat Linux5

を使用しております。また、クライアントにつきましてはWindowsXP、WindowsVISTA、

Windows7、あとは数は少ないのですけれどもMac、Linuxといろいろいと混在する環境とな

っております。 

 クライアント数につきましては、大体400台となっております。ただし、平成25年度にお

きまして、機器を一部入れかえる計画としておりますので、入れかえがあった場合は、こ

れらのOSの多少の見直しがされることになると予定されております。 

 各業務システムにつきましては、研究部門で使っておりますシステムのほかに、管理部

門で使う事務的なシステムですね。内部管理用のシステムを運用しております。 

 「イ 情報処理システムの規模」ですが、当研究所のシステムは利用者数約150名、クラ

イアント数は先に述べましたが400台。この400台の内訳としましては、研究調査用が大多

数ということになっております。 

 「ウ 業務の内容」です。別冊と書いていますが、これは別添７の間違いですので修正

をお願いいたします。業務の詳細につきましては、別添７に「独立行政法人港湾空港技術

研究所情報処理システム運用管理業務に係る調達仕様書」というのをつけてございます。

こちらのほうも参照していただきたいと思います。 

 概要につきましては２ページ目になりますが、①としましては情報処理システムの運用

管理業務です。先に述べた情報処理システムにつきまして管理を行う。これとともに、情

報処理システムの運用に関する備品等があります。ケーブル等バックアップ媒体に類する

ものですが、これらの管理を行います。 

 ②としまして、サーバの監視・管理を行います。 

 ③としまして、ネットワークの運用管理を行います。 

 ④としまして、共有資源の監視・管理を行います。 

 ⑤としまして、ウイルス等の対策。ウイルス対策の情報を入手したり、スパイウェア等

の不正プログラムの侵入を防ぐための対策を講じるものです。 

 ⑥としまして、更新プログラムの適用。 

 ⑦としまして、データのバックアップ。 

 ⑧としまして、リモート管理。 

 ⑨としまして、問い合わせ対応。問い合わせ対応につきましては、特に重点的に行うよ
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うに要請をしております。 

 ３ページ目にまいります。 

 ⑩としまして、ホームページの監視及び更新。当研究所でもホームページを持っており

ますので、これらの監視・更新を行ったりしております。 

 ⑪としまして、機器更新に伴う調整及び支援。端末装置等の入れかえが生じた場合の支

援を行います。 

 ⑫としまして、関係機関との連携業務に関する運用支援。当研究所では港湾関係の研究

ということで、関係機関とのつながりを持っております。それらとのネットワーク接続を

維持するということにしております。 

 エとしまして、主な作業場所です。 

○小林主査 御説明はもうちょっとコンパクトに、要点をお願いいたします。 

○佐々木課長補佐 わかりました。では、もうちょっとコンパクトにさせていただきます。 

○小林主査 重要なところをお願いいたします。 

○佐々木課長補佐 では「（２）確保されるべき対象公共サービスの質」についてですが、

今、説明した２（１）ウに示した業務を実施するに当たり、確保すべき公共サービスの質

ということで、アとしまして利用満足度の調査を年１回実施して、そのスコアを75点以上

にする。その75点につきましては、５行ぐらい下に書いていますけれども、各配点でほぼ

満足とした場合に80点と設定をしておりますので、これをクリアする値ということで75点

と設定しておりますが、当研究所では利用満足度調査というのは過年度において実施して

おりませんので、最初の年として、75点として設定させていただいております。 

 参考としまして、利用満足度調査票を別添４に添付させていただいております。 

 イとしまして、本システムの可用性ですが、正常稼働率です。システムが正常に稼動し

ている時間の比率について、四半期ごとに95.0％以上というふうに設定をしております。 

 過去の運用管理業務におきまして、長期間において稼動が停止することが今までござい

ませんでしたので、95.0％という設定をしております。 

 ウとしまして、セキュリティの重大障害の件数がないこと。 

 エとしまして、システム運用上の重大障害がないこと。 

 オとしまして、先ほど説明した２（１）ウに示す業務を適切に実施することとしており

ます。 

○松瀬課長補佐 それでは、業務料の支払いについてですけれども、今回特に変わってい

る点につきましては、イに記載しておりますが、業務料の支払いについてペナルティーと

かは課しておりませんが、業務の改善を行うよう指示することができることを明記してお

ります。業務改善報告書の内容が、確保されるべき対象サービスの質が達成可能になるま

で、業務料の支払いを行わないことを記載しております。 

 ５ページ「４ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項」ですけれども、７項目定

めておりますが、（１）～（５）につきましては一般的な事項でございます。 
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 （６）ですが、今回履行証明書の提出を求め、当研究所で審査して資格を証明する必要

があるということを定めております。 

 （７）として、情報セキュリティマネジメントシステムの規格、同等の管理体制を有す

ることを記載しております。 

 ５の入札に関するスケジュールですけれども、ごらんのスケジュールで進めさせていた

だきたいと思っております。 

 ６ページ、６の落札決定方式です。今回の案件につきましては６の（２）にありますよ

うに、最低価格落札方式という形での落札決定を行うこととしたいと考えております。 

○佐々木課長補佐 ちょっと飛びまして、13ページの後ろから別添資料がございますので、

こちらについて説明させていただきます。 

 別添１が「従来の実施状況に関する情報の開示」ということになっております。まず「１．

従来の実施に要した経費」ですが、平成22年度に1,400万、23年度に1,300万、24年度に1,100

万という請負額になっております。 

 年々下がっているというのは、予定価格・見積価格の変動もありますけれども、23年か

ら24年にかけては仕様を見直したということで下がっております。 

 「２．従来の実施に要した人員」というのは、運用要員責任者１名、運用要員として１

名でやっております。 

 この運用要員は下に書いています「業務従事者に求められる知識・経験等」ということ

で、経験５年以上、資格としまして「基本情報技術者、第二種情報処理技術者又は初級シ

ステムアドミニストレータ」というふうに設定しております。 

 次のページにまいりまして「３．従来の実施に要した施設及び設備」ということで、設

備としまして執務用什器類、パソコン２台、プリンタ１台、電話１台を貸与することにし

ております。 

 「４．従来の実施における目的の達成の程度」ということで、過年度において利用満足

度調査は実施していません。また、業務システムの障害復旧時間、ネットワーク障害復旧

時間、本システムの稼働率、セキュリティの重大障害の件数等、過年度においては記録を

していないということです。セキュリティの重大件数、業務システムの重大障害について

は発生した事例はございません。 

 「５．従来の実施方法等」につきましては、別添５に業務フローや業務区分を付けさせ

ていただいています。 

 次のページにまいりまして、組織図については先ほど申し述べたとおり、別添６に組織

図を付けさせていただいています。 

 ２枚ほどいきまして別添３ですが「運用管理業務の問い合わせ対応件数一覧表」という

ことで載せております。21年度、22年度、23年度とありますが、22年度において件数が上

がっている状況が見えるのですが、このときに機器の入れかえやソフトウェアの更新等が

ありまして、問い合わせがふえたという状況にあります。 
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 次に別添７のほうに、調達仕様書（案）を付けさせていただいております。 

 ２枚ほどめくっていただいて、仕様書の１ページになります。情報処理システムの概要

については先ほど述べたとおりですが、当研究所の構内LANとしましては光ファイバーケー

ブルとLANケーブルを使っている。 

 波崎に海洋観測センターというのがあるのですけれども、こちらとの回線は公共回線を

使用している。 

 グループウェアにつきましてはLotus Notes/Dominoを使用しております。 

 ４ページ「５－２ 対応時間」ですが、当研究所の対応時間としまして午前８時半から

午後５時15分、土、日、祝祭日、年末年始を除くとしております。 

 「６．業務従事者の資格等」ですが、運用技術者１名を常時常駐させるということにし

ております。資格としましては、先ほど申し上げたとおり５年以上の経験、情報処理技術

者試験の資格を持つこと。 

 ５ページ「６－２ 管理技術者」ということで、責任者を設定するように定めておりま

す。管理技術者についてもITサービスにおける運用業務の標準資格等、資格を持つことと

いうふうに指定しております。 

 添付資料については、特に説明は申し上げません。 

○西井課長 済みません。以上です。 

○小林主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました実施要綱（案）について御質問・御意見をお

願いいたします。 

○逢見専門委員 これは今回初めて市場化テストに入るわけです。今まで最低価格落札方

式で契約を単年度でやってきたと聞いておりますが、１者応札がずっと続いているんです

ね。拝見したところ、この情報システム管理業務にそんなに特殊性とか専門性を要求して

いるような感じはしないのですけれども、なぜ１者応札がずっと続いていたのかというこ

とについては、どうお考えでしょうか。 

○佐々木課長補佐 研究所としましては、特に制限しているわけではございません。ただ、

考えてみれば、例えば場所的な問題ですね。首都圏から遠いところとか、あとはシステム

的に実績のある者がやったほうが経験が、それぞれのシステムで特徴がありますので、そ

ういった点で実績のあるところがとりやすいのかとは分析しています。 

○西井課長 特段制限等は設けていないので、一般的に公募というかホームページ等で掲

載していますので、何でかと言われるとなかなかわかりにくいところがありますが、私ど

もとしてはホームページ掲載または公告しているので、特に問題はないのかとは思ってい

ます。 

 仕様内容もほぼ、どこが読まれてもわかるような内容にしていると思います。 

○逢見専門委員 では、例えば４ページの業務料の支払いのところがありますけれども、

（３）のイのところで、公共サービスの質が達成されていないと認められる場合は指示し
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て、それができなければ支払いを行わないことができる。それから「（４）ディスインセ

ンティブ」で、稼働率が95.0％に満たない場合は１％減額するということで、これは以前

からこういう形だったのですか。 

○松瀬課長補佐 従来、港湾空港技術研究所が入札を行うに当たっては、このような項目

は設けてはおりませんで、今回この民間競争入札を導入するに当たって、このような項目

を入れさせていただいた次第でございます。 

○逢見専門委員 なるほど。 

○佐々木課長補佐 従来の支払いというのは一括支払いです。ただ、１年間業務を行って、

最後に検査をして合格であれば支払うということになりますと、１年間の間が空きますの

で、それではなかなか参加しづらいということで、今回につきましては四半期ごとに変え

させていただいております。 

○逢見専門委員 四半期ごとの支払いで、質が達成できなければ支払わないというルール

を入れるとすると、本当はもうちょっとSLAの締結とか、きちんとしたルールを設定してお

いて、だからこれを払わないとか、そういうものがルール化されないと恣意的に運用され

る心配が、新規に参入しようとする業者から見ると、そういうものがハードルになるので

はないかと懸念があります。 

 それから、ディスインセンティブが95.0稼働率なんです。これは我々はほかのところの

システム管理を見ていますけれども、95.0というのは割と低い水準なんですね。しかし、

１％というディスインセンティブも低いんです。これは全部横並びでいいということでは

ないのですけれども、それぞれ理由があればそれでもいいのですけれども、この95.0とい

う数字と１％というところは、ほかと比較するとちょっと緩いのかという感じはしますね。 

 特に95.0でなければならない理由とか、あるいは１％のディスインセンティブの意味と

いうのはありますか。 

○佐々木課長補佐 95.0というと、当研究所では今までは95.0％というのは設定していな

かったわけですけれども、幸い大きな障害はなくて、止まっている事実はないです。ただ、

95.0％というと、平日だけ見ると、１カ月に換算すると１日ぐらいですね。１日止まらな

いようにというこちらの勝手な要望なのですけれども、そういう目安で95.0としています。 

 当研究所は重要なシステムというわけではなくて、大体が構内LANですので、半日ぐらい

メールが使えないということがあっても、何か障害があった場合に全てが全て運用管理を

やっている人の責任というわけでもないので、半日ぐらいで復旧できればいいのではない

かという思惑がありまして、それで95.0としています。 

○小林主査 大山先生、どうぞ。 

○大山専門委員 済みません。別添２のところに「１人の要員が常駐し」と書いてあるの

ですが、差し支えがなかったら教えていただきたいのですけれども、その方は３年間ずっ

と同じ方ですか。それともかわっていらっしゃいますか。 

○佐々木課長補佐 この３年間では同じ人間です。 
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○大山専門委員 そうすると、もうかなりお互いに慣れていらっしゃるということはあり

ますか。人がかわったときに、かつてここ３年ということであれば、その前は違ったのか

もしれないのですけれども、そこで何か自分たちのやっている上での不都合等は生じまし

たか。特にないですか。 

○佐々木課長補佐 確かにやりやすくはなったと思います。どこそこのだれが、例えば壊

れたので来てくれと言ったときに行きやすいとか、場所がわかるというか人がわかるとい

うか、慣れは十分有利な点に働いているとは思います。 

○大山専門委員 今までの契約金額というのは当然公表されているんですね。そうすると、

次は大体どれくらいだと多くの人はわかるので、そうすると先ほどのお話ではないですけ

れども、恣意的な話とかいろいろなことを主として聞いてくるという考えもわからないで

はないのですが、ただ、少なくとも、もう少し競争性を高めようという観点から見ると、

何かそちらで工夫できそうなところというのはございますか。 

○佐々木課長補佐 これまでの、特にこの社というふうに限定した仕様にはしていないで

すし、なるべく競争性を高めるように仕様を少しずつ見直ししたりしていますし、あとは

予定価格をつけるときに見積をとったりするのですけれども、なるべく広い社に依頼して、

こういう案件があるというわけではないですけれども、お願いしたりしていることはあり

ます。 

○大山専門委員 入札をするに当たって、従来の説明会とかは開いていらっしゃるんです

ね。 

○佐々木課長補佐 最近はやっていないですね。公告をして。 

○松瀬課長補佐 ホームページ上で入札を。 

○大山専門委員 今回はなさるんですか。 

○佐々木課長補佐 今回はします。 

○大山専門委員 そこで何社来るかでも結構かかりますね。 

 興味は示されているか、まだそこまでいっていないからわからないんですね。今までや

っていないとはそういうことですね。 

○小林主査 公共サービス改革法上ですと、やはり競争を高めるという意味は、競争環境

を整えることによって価格の効率性といいますか、サービス自体が効率的に行われるとい

うことと、民間事業者のサービスレベルが識別されていれば、それを満たすために、もっ

とより効率的で、よりいいやり方がないかということのサービスの質のレベルを保ちなが

ら、民間の創意工夫を生かすというところにあると思うのです。 

 先ほど逢見委員のほうから、SLAをしていないですけれども、ディスインセンティブは今

回つけられているということで、お話を聞いていると、余り重大なシステムの障害といい

ますか、システム上のトラブルがあっても、間違っていたら指摘していただきたいのです

けれども、それほど業務に重大な障害はないようなところで、95.0％ということを設定し

ているとお伺いしたと思うのですけれども、95.0％がいいとして、確実に95.0％を履行で
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きるということは担保できて、かつ効率的なサービス提供があり得るということを追究す

るとすれば、ほかの業者さんがもうちょっと参入しやすいようにしていただくほうがいい

し、ディスインセンティブを設定するのであったらどうなんでしょう。SLAを設定したほう

が合理的といえば合理的な感じはしますし、あと、例えば１人の人が常駐するということ

で、そのサービスレベルを確保するということは合理的なんですか。それはそういうやり

方しかないのですか。 

○大山専門委員 そんなことはないです。そこは提案してもらえばいいと思うんです。希

望が常駐だということなのかどうかにも係るんですね。常駐だということが正当な要求か

どうかというのは、また別の観点からの見方になるとは思うのです。 

○佐々木課長補佐 １人を常駐というわけではなくて、特に何人か候補をして順繰りで、

実態としては１人の方が多くの日数いるわけですけれども、その方も１年間いるわけでは

なくて、時々休むとか都合が悪いとか病気になるとかいうのはありますから、そのときは

何人か候補がいて、別の方が来て業務をするということもあります。 

○大山専門委員 先ほどもお話がありましたけれども、SLAをもし結んでもらうとすると、

それに伴う作業がいろいろと起こってくるので、そこのところについて検討いただいたほ

うがいい。やり切れるかどうかがありますので、その上で回答をいただくというのが一つ

の方法かとは思います。 

○小林主査 SLAについて検討していただくということについては、いかがですか。 

○大山専門委員 逆の質問をすると、SLAを締結しなくてもいいと思っている理由をお答え

いただいてもよろしいのではないかと思うんです。それが合理的であれば、そういうこと

ですね。 

○小林主査 そうですね。サービスレベルを設定していただいて、サービスレベルを明確

にするということであれば、このディスインセンティブの設定というのも通常、それは合

理的に参入するほうでは理解ができると思うのですけれど、ディスインセンティブだけは

設定されているのでね。 

○大山専門委員 極端な話、例えば障害が起きたら30分以内に来ることとなっているのも

一例なんですね。要員が要る場所というのは、それが30分か１時間かで全然変わるわけで

す。 

○西井課長 常駐というのは研究所内の敷地の中に１人常駐ということで、研究所といっ

ても範囲が広いことはありますので、１人お願いしている。やはり何があっても研究室、

研究員に対応するようなこともありますので、１人だけはどうしてもというところです。 

○大山専門委員 そういうことですね。ですから、１人常駐することの是非とまでは言い

ませんけれども、必要性が合理的に認められるかどうかという話が多分ひとつあって、そ

の１人を置くがために、ほかの企業がなかなか参入しづらいということになっていると困

るということではないですか。 

○小林主査 そういうことです。ですから、こういうことを確保してくださいというサー
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ビスレベルが明確になっていれば、そういうふうに対応できるような配置であるとかとい

うのを、参入業者側が創意工夫をするという余地が出てくるということがあると思うんで

すね。ですから、その辺でそこを設定していただいてという検討をいただけないかという

ことなんです。 

○西井課長 検討はいたします。 

○大山専門委員 是非、そこのところはこの先のことも考えると、よく可能性については

検討して、方法も理解なさっていただいたほうがよろしいのではないかと思いますので、

済みませんが、そこはそのような形をとっていただければと思います。 

○井熊副主査 やはり入札に対して、履行証明書等に書いているところでインプット条件

が結構多いんですね。人数規定があったり資格があったり。今、先生たちが言ったように

レベルを決めて、その実施方法に関しては民間のほうにある程度自由度を持たせて、もう

少し効率的にやるような余地を民間に与えたほうが、競争が高まる可能性があるのではな

いかという感じはします。 

○宮崎専門委員 済みません。あと１点いいですか。 

 13ページの次のページの「従来の実施状況に関する情報の開示」ですが、22年度から24

年度の金額を比較した注意書きの説明で、ソフトウェアの調達を削減する見直しを行った

ことによる価格変動という記載があると思うのですが、これは具体的には、どういったソ

フトウェアの調達が22年度と23年度には込みであったのかということを、少し御説明いた

だければと思います。 

○佐々木課長補佐 実態から申しますと、サーバで使用しているウイルス対策のソフトウ

ェアを24年度から購入、別の契約に移した。 

○宮崎専門委員 そうすると、大体端末400台分の話なのか、サーバだけの話なのかという、

その辺りを少し書いていただくと、多分金額をあえて書かなくても、ある程度の目安には

なると思いますので、何かソアトウェア調達を削除する等の見直しを行ったという内容に、

サーバのウイルス対応ソフトの調達を削除した程度の記載にしていただくと、見る方はよ

りわかりやすいのかと思います。 

○小林主査 そこはよろしいですね。 

○西井課長 はい。 

○小林主査 先ほど井熊先生からの御指摘の履行証明書は、これは普通なんですね。 

○事務局 これは普通です。最低価格落札方式でこれをやっていただくというふうに。 

○小林主査 ほかにいかがでしょうか。 

○尾花副主査 済みません、１点だけ。 

 利用満足度調査票の記載です。期間について空欄なのですけれども、これは年１回の調

査のうち、例えば３か月を限定してアンケートをとるとか、そういう運行で空欄にされて

いるのでしょうか。 

○佐々木課長補佐 大体、期間としては３か月ぐらいだと思いますけれども、実際にいつ
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からいつまでに設定するかというのは、その調査を出すときに記入することです。 

○尾花副主査 年１回の調査について、何か特定の期間を選んでアンケートをとっている

ことですか。 

○佐々木課長補佐 アンケートを行うということです。 

○尾花副主査 それでは、通年という考え方はしないのですか。 

○佐々木課長補佐 前例として提示していただいたのは期間限定のものだったので、それ

に倣ったという形ではあります。 

○尾花副主査 わかりました。利用満足度調査票で、この点数が後々重要になってくると

きに、恣意的に期間を選んで調査をするというものも避けられるような形にしたいので、

何かこうあらかじめ。 

○小林主査 利用満足度調査は、ほかのところではどうでしたでしょうか。 

○事務局 年に１回とか２回とか。 

○小林主査 やはり期間を決めてやっているのでしたでしょうか。 

○事務局 そうです。年１回ということで、いつやるかはわからないですけれども、多分

今年の最後のほうにやるのだとは思いますが、期間はほとんど決めていないですね。 

○小林主査 これは検討する必要があるかもしれないですけれども、ほかのところでもこ

ういうヘルプデスクの満足度調査をしていて、満足度が75％とか何十パーセントとかと決

めているのです。それもやはり同じようなことをやっているので、これは私の意見ですけ

れども、標準化したほうがいいのではないかというふうに思っていまして、やる方法とい

うのも、やはり本当はいろいろ検討したほうがいいんですね。 

 尾花委員のあれだとランダムというか、年間に何回かやったほうがいいのではないかと

いうことですか。 

○尾花副主査 それもありますが、私の意見としては、特定の数カ月についての評価をも

ってして評価になるよりは、先生のおっしゃるとおり複数回というか、期間についても考

えたほうがいいのではないかと思いました。 

○小林主査 それはサービスの達成すべき質のところだから、どういう方法でやるかとい

うのは検討したほうがいいですね。これはこの案件だけではなくて、全体の問題として考

えたほうがいいですね。 

 ほかにいかがでしょうか。よろしいですか。 

 そうしましたら、先ほどのSLAの検討です。LSAを設定するか設定しないかはまた別の問

題として、SLAについて検討していただくということを、今後競争入札をしていく上では、

重要な基本的な検討事項であるので、それを検討していただきたいということです。 

 それは事務局とやっていただいて、それについて委員にフィードバックしていただくと

いうことでしょうか。 

○事務局 はい。 

○小林主査 、それで事務局から確認すべきことなのですけれども、その後パブコメなん
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ですか。 

 それでは、委員にSLAについて検討していただいて、委員にフィードバックして、こうい

うことであれば、やはり入れたほうがいいですねとか、入れなくても差し支えないでしょ

うみたいな意見を委員から聴取するということ。合意した上で、その実施要綱案をパブコ

メに付すということでいいですか。 

○大山専門委員 まず検討いただく。 

○小林主査 それでは、本実施要綱（案）につきましては、今のような手はずで次回の審

議に、いろいろその間にやりとりをすることがありますけれども、それで合意が得られま

したらパブコメをしていただいて、その次の審議で議了するという方向で調整を進めたい

と思いますので、港湾空港技術研究所におかれましては、本日の審議で論点となった点に

ついて検討いただきまして、実施要綱（案）をよりよいものにしていただくということに

していただきたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項等がありましたら事務局に

お寄せいただいて、事務局で整理をしていただいた上で委員に結果を送付していただきた

いと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、本日はありがとうございました。 

（港湾空港技術研究所退室、造幣局入室） 

○小林主査 それでは、続いて独立行政法人造幣局の基幹サーバ等運用管理作業の実施要

項（案）の審議を始めたいと思います。 

 本日は、造幣局総務部情報システム課の伊藤課長に御出席いただいておりますので、実

施要項（案）の内容等について御説明をお願いしたいと思います。御説明は 15 分程度でお

願いいたします。 

○伊藤課長 造幣局総務部情報システム課の伊藤です。本日はよろしくお願いいたします。 

 早速ですが、お時間もないので説明に入らせていただきたいんですが、最初に、私ども

実施要項（案）を作成するに当たっては、先行して実施いただいています法務省様とか文

科省様の事例を参考にさせていただいております。 

 まずは、お手元の資料の実施要項（案）の２ページになりますが、本件の作業内容につ

いて書いております。 

 ２ページの 2.1 のところに書いておりますが、私ども３局体制でやっておりまして、本

局が大阪になります。支局が東京、広島に２つございまして、職員のほうが全局で 900 名

おります。本件の運用管理の作業については、この全局が対象になっております。 

 続きまして、全局の中の対象としている機器につきましては、2.1 の（１）に書いてお

りますが、そこの表の中にあります、本局に設置している基幹サーバ 12 台と、データセン

タに設置しています、次の３ページの中ほどにありますファイルサーバ。あと、その下に

あります、３局に分けて設置している、職員が使うクライアント PC680 台、プリンタが 118

台となっております。 



15 

 

 対象機器につきましては、ごく一般的なもので構成しておりまして、基本的にインター

ネットの標準技術で構成されるイントラネットとして機能するようなもので扱っておりま

す。ですので、特定のメーカとか技術に偏ったようなことにはなっておりません。 

 主にこれらで提供しているサービスにつきましては、ウェブベースの電子掲示板、ウェ

ブメールとか、３ページの頭のほうに書いていますクライアント PC の管理のサービス、そ

れから、インターネットを安全に利用するためのウェブフィルタリングを行うためのプロ

キシサービス、それと、最もインフラ的なユーザ情報の管理を行うディレクトリサービス

などを提供しております。あとは、ファイルサーバとして共有文書サービスを提供してお

ります。 

 これらのサービスは、先ほど言いましたように、全局の主に事務を行っている総務部門

に提供しており、貨幣や勲章をつくっております工場の事務所にサービスを提供している

ほかに、工場の作業者に対しても一部、利用するサービスを提供しております。 

 これらの機器は、本件とは別で、分離して調達しております。詳細は後ろのほうにつけ

ておりますので、ごらんいただければと思います。 

 対象機器は以上でして、作業内容につきましては、３ページの下のほうになりますが

「（２） 基幹サーバ等運用管理作業の内容」に書いております。 

 ６つほど書いておりますが、主なものは３つほどになりまして、まずは「② 対象機器

の管理」。これが主な、中心となる作業でして、セキュリティ関係の対応とか、障害対応、

あと、バックアップとかのデータ管理、ユーザの情報のアカウント管理といったことが作

業になっていきます。 

 この中で、特に障害対応につきましては、分離して調達している関係もございまして、

本件の作業要員にまず一次対応をお願いして、障害の原因の切り分けをお願いして、あと

は機器の業者と障害の対応の実施をやっていただくようなこともお願いしております。 

 ②は以上でして、「③ 日次作業」につきましては、これら基幹サーバのヘルスチェッ

クを毎日行っていただく。毎日、稼働状況を見ていただくようなことをお願いしておりま

す。 

 ４ページに参りまして、「⑥ ヘルプデスク」につきましては、先ほど申し上げました

クライアント PC の使い方とか、障害が起きているのではないかといったような問い合わせ

に対して対応いただくということになっております。 

 「（３） 作業場所」につきましては、本作業を実施する場所は、情報システム課の事

務室、大阪の本局になりますが、ここに１名の方に常駐していただいて対応いただいてい

るということになっております。 

 「2.2 確保されるべき本作業の質に係る事項」につきましては５点ございます。 

 そこに書いてありますとおり、まずはヘルプデスクの満足度調査。これが 85 点以上を目

指すということになっています。 

 ２つ目が、セキュリティの重大障害がないということで、ゼロ件であること。 
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 続きまして、システム運用上の重大障害がないことで、ゼロ件であること。 

 あと、詳細内容、作業内容について適切に実施しているということ。 

 最後に、５ページの頭になりますが、基幹サーバの稼働率が 99.0％以上を達成している

ということになっております。 

 これにつきましては、下のほうになりますが、「2.3.2 達成目標に係る是正処置」の中

で、（２）に書いておりますが、稼働率が 99.0％を達成できなかった場合は、月額で５％

の減額をするということにしております。これも他の事例を参考にさせていただきまして、

５％とさせていただいております。 

 ７ページに参りまして、作業期間でございますが、本件は３年間、平成 25 年４月から平

成 28 年３月までとしております。 

 ８ページに参ります。８ページにつきましては、入札の参加資格について書いておりま

す。 

 基本的には、法に求められていることのほか、一般的なことが書いてあるんですが、ほ

かに９ページの（10）（12）に、仕様書にも同様のことを書いているんですが、請負者、

会社の要件として、まず（10）の、過去３年間のうちに、同規模の運用管理を１年間以上

やったことがあるということを１つ条件にしております。それと（12）に資格として、品

質管理の ISO9001 認証を持っていることと、情報セキュリティに関して ISMS 認証などを取

得しているということを書いております。 

 10 ページ、11 ページの入札に関する事項についてですが、特に変わったことはございま

せんが、スケジュールに関しましては、そこの 5.1 に書いておりますとおり、来年４月か

らのスタートを考えておりますので、12 月ごろに入札公告をさせていただいて、３月まで

に契約をさせていただければと思っております。 

 11 ページの入札方式の件ですが、本件は特に変わったことはないんですが、80 万 SDR、

１億円を超えておりませんので、落札者の決定方式については、総合評価ではない最低価

格落札方式で実施させていただきます。ただ、私どもが求めている要求項目については、

履行証明書ということで、仕様書に対する実施内容について記載いただくということを考

えております。 

 12 ページになりますが、情報の開示に関する事項について書いております。詳細は後ほ

ど別添３－１のところで説明させていただきたいと思いますので、ここではなお書きのと

ころで書いておりますが、入札参加者に、必要に応じて、所定の手続を経ていただいて、

設備とかサーバを見ていただくということと、仕様書とか設計書用の資料をこちらに来て

見ていただくということを考えております。 

 13 ページになりますが、使用させることのできる財産についてですが、これも特に変わ

ったことはございません。運用管理作業に必要な端末、クライアント PC とかヘルプデスク

に必要な電話などは無償貸与いたします。 

 14 ページから 18 ページにかけて、契約に関する事項や損害賠償に関する事項が書いて
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おりますが、これはごく一般的なことを書いておりますので、特に取り上げて説明するこ

とはいたしません。 

 19 ページに参りまして、評価に関する事項ですが、これは最初のほうで御説明さし上げ

ました５点のサービスの質に関して適切に調査をし、評価をしたいと思っております。 

 20 ページのその他事項ですが、これも特に取り上げて御説明することはないと思ってお

ります。 

 あとは別添１、当局のシステムのネットワーク図と、別添２のほうは機器の詳細仕様に

ついて掲載しております。 

 別添２を４ページめくっていただきますと、先ほど申し上げました別添３－１の情報の

開示事項について書いておりまして、これまで本件は単年度の契約で、一般競争入札、最

低価格落札方式の入札を行ってきております。 

 結果は、そこの表に書いてあるとおりです。従来の作業要員に関しても、これまで１名

を本局、情報システム課に常駐していただいて、作業をしていただいております。 

 ここでは、仕様書にも書いているんですが、作業要員に求めることとして、まずは一番

下のところになりますが、会社と同様に、同規模の運用実績を１年以上有していることを

求めております。あと、それに加えて、通算で３年間、運用作業をやっていただいたとい

うことを求めております。 

 順番が逆になって申し訳ないんですが、それに加えて、私どものサーバのハードウェア

とかソフトウェアを実際に操作いただいて運用管理していただかなければいけませんので、

それに関する知識や技術を持っているということを求めております。 

 仕様書にはもう少し具体的に、例えばサーバ OS の運用管理経験があるということを、例

えば３年以上実施したことがあるということを書いていたり、OS の本体の設定変更とか、

ディスクとかネットワークの設定変更を行えるといった、そういう知識を持っているとい

うことを求めております。これをもってパフォーマンスチューニングとか障害復旧とか、

そういった作業を行えるようにということを書かせていただいております。 

 あと、下のほうにあります年間の業務については、ほぼ一定量あるんですが、私ども４

月に大きな人事異動がございまして、その際、ユーザ登録作業を大量に行っていただくと

か、パソコン設定変更に伴ってヘルプデスクが発生するということがあります。過去３年

間の実績については後ろのほうにつけておりますが、ヘルプデスクについては大体１日当

たり平均２、３件程度といったところであり、ほとんどが機器の管理の作業をやっていた

だいているというところになっております。 

 次の２ページのところで書いておりますことで、設備に関しては先ほど財産のところで

申し上げたとおりです。 

 目標の達成度につきましては、ここに書いてありますとおり、今年の４月から６月にア

ンケート調査を実施いたしまして、平均点が 91.3 点でした。85 点をクリアしているとい

うことになっています。 
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 セキュリティとシステムの障害に関しても発生しておりませんので、ともにゼロ件にな

っています。 

 業務の内容についても、適切に実施していただいています。 

 基幹サーバの稼働率につきましては、実際計測しておりませんのでデータをお示しでき

ないんですが、仕様に抵触するような障害は発生しておりません。 

 あと、別添資料として業務フロー、組織の構成・職員数等を後ろのほうにつけさせてい

ただいております。 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○小林主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました実施要項（案）の内容について、御質問・御

意見をお願いいたします。 

○逢見専門委員 これは、今回初めて市場化テストにかけるということを言って、今まで

は単年度で、一般競争入札でやっていたということで、複数の応札業者がある中でやって

いる。ただ、結果として同一業者がずっと受けているわけですね。これはやはり、一旦受

けると何か有利になるようなことというのはあるんですか。 

○伊藤課長 特には私どもはないと思っております。ごく一般的な、そういうインターネ

ットの技術の TCP/IP とかプロトコルの知識を持っていただいて、かつ本当にサーバのコマ

ンドをたたいて運用管理できた実績のある方であれば、特にノウハウという継続性を求め

るようなことはないと思っておりますので、一定の期間、引き継ぎを行えばすぐ入れるか

なと思っております。 

 もともとは、私などが中でやっていたような業務について、手が回らないのでお願いし

たいということでやっていただいておりますので、そこは特に先行して落札している者が

有利だとは思っておりません。 

○逢見専門委員 今回、ディスインセンティブを入れるわけですね。５ページに 2.3.2 で、

１つは、定める指標が達成されていない場合は契約金額を支払わないこともある。それか

ら、質に関して稼働率で、それが 99.0％達成できなければ５％減額というもので、これは

初めてですか。 

○伊藤課長 そうです。これは今までは設定しておりませんでしたので、初めて実施する

ことになります。 

○逢見専門委員 ただ、SLA は締結していないということなんですね。 

○伊藤課長 はい。それもございません。 

○逢見専門委員 ただ、SLA を結ばないでディスインセンティブということになると、客

観的なルールがない中でね。 

○伊藤課長 SLA、サービス・レベル・アグリーメントということで、特にそういう文書を

交わすということは考えておりませんが、契約書の中には、達成できなかった場合には減

額をするという契約書案をつくっておりまして、それでもって縛りをかけるということは
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考えておりますので、十分合理的な内容として、真摯にサーバ運用管理作業をやっていた

だければ達成できる目標と私どもは考えておりますので、ごく基本的な事項についてクリ

アいただくという考えでおります。 

○逢見専門委員 そういうことであれば、SLA も検討してもらって、どういう水準をサー

ビスレベルとして求めるのかということが客観化されたほうが、こういうディスインセン

ティブを設定する場合にはいいのではないかと思うんですよ。 

○伊藤課長 例えば、ほかのそういう指標を入れるほうがよいということをおっしゃって

いるということですか。 

○逢見専門委員 例えば、重大障害ということで多大な支障を生じるような場合という話

をしていますけれども、多大というのはどの程度のものかとかね。 

○伊藤課長 これに対する定量的な指標なりが設定したほうがよいのではないかというこ

とですね。 

○小林主査 先ほどの案件でもそうだったんですけれども、サービスレベルを明確にする

ことによって、そのサービス水準を達成すればいい、クリアしなければいけないという責

務が出てくるわけですね。その達成するためには、それではどういったプロセスというん

でしょうか、どういったことを対応していかなければいけないのかということを事業者側

に、参入する側にいろいろ考えていただいて、それでより効率的なやり方とかなんとかを

考えていただくという契機をつくるにはサービスレベルの明確化のほうがいいのではない

かという議論をしていたんです。 

 だから、ディスインセンティブの設定をする。それで、このレベルというのは大体、ち

ゃんと仕事をやっていれば達成できる水準だということではなくて、従来のやり方だけで

はなくて、明確な水準を満たすための創意工夫をしていただくという場をつくっていただ

くほうがいいのかなということなんです。だから、それを検討していただいたほうが、通

常、システムの運用管理とかというところで、この案件はそれほど大きな金額のものでは

ないので最低価格ですけれども、サービス・レベル・アグリーメントを設定しているとい

うのが通常の場合なんです。 

 だから、この場合でも１つは、先ほど２者あるけれども、同じところが入っているとい

うところでの競争が働いているのか、働いていないのかという話のところで、民間事業者

の創意工夫の、だから、うちだったらこういうやり方をやって、こういうコストでできま

すという提案というものをしていただける可能性がふえるかもしれないというふうにこち

らでは考えている。だから、検討していただくと言ったほうがよいんですか。 

○伊藤課長 わかりました。先生方の御意見・御指導は検討したいと思うんですが、分離

して調達している関係もあって、機器とかソフトに関しては納入業者に対する責任がござ

いますので、通常のレスポンスタイムとか、そういう指標値を用いることはなかなか難し

いと思っておりますので、私どもとしては顧客満足度的に考えれば、造幣局の職員、利用

者に対して、いかに満足度を満たすために、その指標を分解していこうとしたら、やはり
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こういうものになっているんですが、それを例えばわかりやすい形で、サービスレベルと

いうことでひもとくようなことをちょっと考えたいかと思いますので、そういう流れでよ

ろしいのでしょうか。 

○小林主査 はい。 

 どうぞ。 

○井熊副主査 資格のところに規模の話が出ているんですけれども、先ほど言われたとこ

ろで、そんなに難しいシステムではないということであれば、技術的な根拠がない限り、

規模の資格条件は削除するなり、できるだけ低くするなりでね。 

○伊藤課長 わかりました。そこもそれほどこだわりはないのですが、例えばなんですが、

セキュリティのパッチを配信するときに、配信のプログラムを書いていただいてやってお

りますので、例えば本局にいて、支局には出張しないでセキュリティパッチを配信しよう

と思うと、やはり同規模のそういう配信プログラムを書いて、そういう経験があったほう

がよいかと思っていまして、そういう意図で書いておるんですが、特に規模は書かなくて

も技術として。 

○井熊副主査 でも、それを書くことは、PC が 600 台の場合と 300 台の場合で本当に技術

的に違うのかという根拠がないのであれば必要はないと思うんです。 

○伊藤課長 わかりました。それでは、そのようにまた検討したいと思います。 

○小林主査 ほかにいかがですか。 

 どうぞ。 

○尾花副主査 「４ 入札参加資格に関する事項」なんですが、財産的な要件を載せられ

ていることと、それから、造幣局側の裁量が広いように事業者側が感じられる事項がある

ので、その辺は再検討できないかという点です。 

 １点は、例えば「（５）当局と締結した契約に関し、契約に違反し、契約の相手方とし

て不適当であると認められる者でないこと」ということなんですが、契約に違反といって

も軽微な違反から重大な違反まであり、解除権まで発生するような違反なのかというのも

ありますし、さらに不適当というのも非常に裁量が広いと思います。 

 そのほか、財産的な要件としては「（９）経営の状況又は信用度が極度に悪化していな

いと認められる者であること」とか、それと併存して、会社更生のように、現在更生中の

ところも排除するような発想はなるたけ避けたほうがいいのではないかと思うんですが、

これは造幣局特殊な事項でしょうか。 

○伊藤課長 私どもも、こちらへ参る前に契約の担当の者と相談して、通常書いているよ

うな一般的な事項をこの実施要項に落とし込めるようなことはないかということで検討し

たんですが、そのような御意見があればまた検討はしたいと思います。 

 恐らく損害賠償とかになったときに、責任能力があるかといったところを心配して入れ

ているとか、確かに不適当な行為があったときに、一方的に我々の裁量で業者に不利にな

るようなことをするというのはちょっとよろしくないというのは御意見として頂戴して、
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また検討したいと思います。 

 ここらあたりは恐らく、私どもは独法なので、また少し違ったやり方でやっておりまし

たので、そこを入れてしまったのかなと思っています。また考えさせていただきたいと思

います。 

○小林主査 この（５）は、契約に違反し、不適当であると認められる者でないこととい

うのは通常入っているんでしたか。余り見ていないですね。 

 経営の状況については入っていますね。だけれども、（５）は余り見たことがないです。 

○伊藤課長 多分、独法会計基準とか、財産にしても国有財産でなくて普通の固定資産で

あったりとか、やはり造幣局の中の契約規定でもって契約をやっていて、もちろん、国の

会計法とかそういうところの例にならってやってはいるものの、国の機関とは別の法人格

を持って契約をやっておりますから、そこの中の規定でやっているものもございます。 

 ただ、恐らくうちの契約の規定に抵触しない部分ではないのかな。契約事項として両者

が合意できればよいのかなと思うので、契約書に書いているみたいです。 

○小林主査 だから、これは通常入っていなくても、例えば「9.6.2 契約の解除」のとこ

ろで、従わなかったときとか、契約において定められた事項について違反があったときと

いうのが契約解除の理由になっているので、それで担保されるからいいのではないかと思

います。 

○伊藤課長 済みません、大阪から来ていることもあって、会計サイドの者がおりません

ので、持ち帰って検討して、問題のない対応をさせていただければと思います。 

○小林主査 ほかにいかがですか。 

 どうぞ。 

○尾花副主査 あと１点なんですが、19 ページの「11.2 調査項目及び実施方法」なんで

すが、これは年次報告書での調査ということが記載されているんですが、ほかの案件なん

かでは月次でタイムリーに調査されるようなんですが、これは特に基幹サーバの場合は年

次報告書で大丈夫という御判断なんでしょうか。 

○伊藤課長 仕様書のほうには月次で報告を出させて、また年次で報告させるということ

で、先生方に御報告を上げる際には私どもが評価するものとして年次報告書を使うという

ことになっておりますので、もちろん、先ほどのサービスの質とかは月払いですので、月

次ごとにチェックさせていただきます。 

○小林主査 ほかはいかがですか。 

 どうぞ。 

○宮崎専門委員 ５ページのディスインセンティブの条項なんですが、恐らく意図として

は、月ごとに 99.0％以上の稼働率を達成していただいて、達成しなかった月だけ月額５％

下げるという意味だと思うんですが、この 2.3.2 の（２）でいきますと、指標値が達成で

きなかった場合、５％下げるということで、この達成できなかった場合というのが１回で

もどこか該当するとという意味なのかが少し読みづらいものですから、月ごとに指標値が
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達成できなかった場合、該当月においてとかというものを書いていただくとわかりやすい

です。 

○伊藤課長 わかりました。ありがとうございます。 

○小林主査 どうぞ。 

○逢見専門委員 あと、ヘルプデスクの満足度が 85 点という点数なんですけれども、この

委員会でほかのところの OA 事業を見ているんですけれども、85 点というのはちょっと高

いんですよ。 

○伊藤課長 最初は 90 点でもいいのではないか。要は質とコストを両方達成すべきかなと

思って高いところにしていたんですが、特にそこも、85 点が 80 点だから、60 点とか 50

点になってくるとさすがに不安にはなるんですが、80 点とか 70 点とかにさせていただく

ような。 

○逢見専門委員 大体 75 点ぐらいが一つの相場みたいになっているんですけれどもね。 

○小林主査 通常、今までやっていなかったということがあって、最初から高くするか。

そういう実績が積み重なってくればというか、そういうのがあれば高いということもある

と思うんですけれども、ちょっと 85 点は高いかな。 

○伊藤課長 わかりました。そこは 75 点で、ちょっと検討させていただきます。 

 済みません、一番、職員に対する満足度というのは求めるところではございますので、

ちょっと高目かとは思ってはおったんですが、先生方の御意見、これがまた障壁になると

いうことの心配もあるんでしたら、75 点とさせていただきたいと思います。 

○小林主査 大山先生、どうぞ。 

○大山専門委員 先ほどから SLA の関係のお話が出ているので、それはそれでよろしい、

検討いただければと思うんですが、それにも絡むことなんですが、４ページ目に作業場所

の話が（３）でありまして、先ほど冒頭で大阪の本局ですというお話があったんですけれ

ども、一応、ここは情報システム課準備室というふうに所在地の話はどこかにわかるよう

にしてあげたほうがいいのかなと思うんです。 

 そこは余り大した話ではないんですけれども、面倒なことは、これはほかの支局でやる

ということは考えられないんでしょうか。その理由が明確であれば今はしようがないんで

すけれども、そうでなければ、支局でもいいと言った途端にきっと競争性が高まるんです

よ。そういうことをお考えいただきたいということだけ申し上げておきます。 

 簡単ではないのはわかるんです。多分、サーバ室が絡むんでしょうからね。 

○伊藤課長 それもございますし、私ども集中管理といいますか、組織上、情報システム

課は本局にしかございませんで、カウンターパートはあるんですが、課としては作業管理

課とか事業管理課ということで、貨幣を製造する計画サイドで技術的な内容のところに少

しお願いをするようなことなので、例えばそういう専門知識を持った人間を管理するとい

うことはなかなか難しゅうございまして、ここだけは難しくて。 

○大山専門委員 それであれば、そのことが明確であればね。 
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○小林主査 よろしいでしょうか。 

○大山専門委員 はい。 

○小林主査 それでは、検討していただくことが複数ありまして、SLA を検討していただ

くということ。 

 それと、井熊先生からありました９ページのところの規模、「PC600 台」と書いてある

ところ、これは削除というか、検討していただくということですね。600 台でなければい

けないのかという規模の点について御検討していただくということ。 

 あとは何でしたか。今の大山先生のはしようがないということを、契約の入札参加の（５）

のところと、それでよろしかったでしたか。 

 あと、宮崎先生の文言、ディスインセンティブの支払いのところの文言、各月というの

を入れていただく。 

 それでよいのでしたか。 

○事務局 あと、ヘルプデスクの話とかです。 

○小林主査 そういうことを検討していただきまして、その検討結果を委員のほうにフィ

ードバックいただいて、それでパブコメということですね。 

 いいですか。 

（「はい」と声あり） 

○小林主査 それでは、この造幣局の基幹サーバ等運用管理作業の実施要項（案）につい

ては、今の点を検討していただきまして、委員のほうにフィードバックしていただいて、

確認した上でパブリックコメントに付していただくということでしていただきたいと思い

ますので、よろしく御検討をお願いいたします。 

 それでは、ありがとうございました。 

（造幣局退室、国立印刷局入室） 

○小林主査 それでは、続きまして、独立行政法人国立印刷局のネットワークシステム運

用管理支援請負作業の実施要項（案）の審議を始めたいと思います。 

 本日は、国立印刷局総務部情報管理グループの古谷グループリーダーに御出席いただい

ておりますので、実施要項（案）の内容等について、御説明をお願いしたいと思います。 

 御説明は、15 分程度でお願いいたします。 

○古谷グループリーダー 独立行政法人国立印刷局で情報管理グループリーダーをしてい

ます古谷です。よろしくお願いします。 

 本年７月に、新たに民間競争入札の対象として選定されました印刷局ネットワークシス

テム運用管理支援請負作業につきまして、民間競争入札実施要項（案）に沿って、主な内

容を御説明させていただきます。 

 １ページをごらんください。 

 今回対象となります公共サービスの内容ですが、情報管理グループが管理しております

印刷局ネットワークシステムに係る運用支援請負作業となります。 
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 印刷局は、日本銀行券等の製造を行っております。本システムは、印刷局本局並びに７

つの工場など、12 の各拠点を専用回線で接続したネットワークを構築しまして、ファイル

の共有、グループウェア及び印刷局内の Web システムによる情報共有を行っています。そ

のほか、人事・給与システム等の個別業務システムを接続しております。 

 システムの規模といたしましては、印刷局は約 4,400 人人員がおります。そのうち製造

現場部門を除いた約 2,200 人がネットワークシステムを利用しております。個別業務シス

テムを含めまして、約 140 台のサーバ機器と約 2,200 台のクライアントパソコンからシス

テムは成っております。 

 詳細につきましては、54 ページの別紙６に記載しておりますので、こちらをごらんくだ

さい。 

 ２ページをごらんください。 

 民間業者が行います運用管理支援業務の内容が記載してございます。業務の内容といた

しましては、そこに書いてありますａ～ｉまでのとおりでございます。職員からの問い合

わせに対するヘルプデスクや、稼動状況の確認・監視（死活監視）等の運用支援業務にな

ってございます。 

 詳細につきましては、仕様書の別紙５に記載してございますので、そちらをごらんいた

だきたいと思います。 

 ３ページをごらんください。 

 確保されるべき運用管理支援業務の質に係る事項でございますが、先行事例であります

法務省矯正局の矯正情報ネットワークシステムの運用管理業務における民間競争入札の実

施要項を参考としつつ、今回検討を行いました。 

 17 ページをごらんください。 

 従来の実施における目的の達成の程度ということで書いてございますが、①ヘルプデス

クの満足度につきましては、印刷局の各拠点の問合せ窓口ということで、LAN 推進員とい

う者がおります。その LAN 推進員を対象としまして、本年８月にアンケート調査を実施い

たしました。この結果を踏まえまして、目標となる指標を設定してございます。 

 ５ページをごらんください。 

 実施期間に関する事項につきましては、業務委託契約の履行期間、平成 25 年６月１日か

ら平成 28 年５月 31 日までとなります。３カ年の複数年契約で総合評価落札方式によりま

す一般競争入札で行います。 

 その下の入札参加資格に関する事項につきましては、公サ法及び印刷局の購買等契約細

則における欠格事項等、入札参加に関する規定を盛り込んでございます。 

 ６ページをごらんください。 

 入札手続のスケジュールでございます。平成 25 年２月中旬に入札公告を行いまして、入

札参加を希望する者にはシステムの仕様書、設計書等を閲覧できる機会を設けまして、４

月上旬までに競争参加資格確認書、技術提案書を提出させます。４月中旬までに技術提案
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書の審査を行いまして、４月下旬に落札者の決定を行う予定でございます。 

 なお、業務を円滑に遂行するために、契約の締結後、既存業者からの引継期間を設けて

ございます。 

 続きまして、６番の公共サービスを実施する者を決定するための評価の基準等について

ですが、総合評価落札方式によります一般競争入札で実施者の決定を行います。 

 技術の評価に当たりましては、提案書の審査委員会を設置しまして、評価を行い、入札

のプロセスの中立性、公平性等を確保するため、印刷局 CIO 補佐官に意見を聞いて行う予

定でございます。 

 また、評価の配点ですけれども、1,200 点の範囲内で採点を行いまして、価格評価によ

る得点、技術評価による得点に区分けしまして、配分を１対１で行ってございます。 

 ８ページをごらんください。 

 落札者の決定につきましては、技術提案書の審査におきまして必須とされております要

求要件を満たした者が提出した入札書で入札価格が印刷局の規定に基づいて作成されまし

た予定価格の制限の範囲内で、入札者に対して技術点と価格点を合算し、合計得点が最も

高い者を落札者といたします。 

 ９ページをごらんください。 

 公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項でございます。 

 15 ページの別添１に従来の実施状況に関する情報の開示という形で書いてございます。 

 まず、経費でございますけれども、22 年度の経費は 6,200 万、23 年度は 4,500 万、24

年度は 3,400 万と下がってきてございます。これにつきましては、当初、21 年度は１億円

を超えてございました。そのときには一般競争の１者応札となっていましたが、22 年度か

ら４者応札がありまして、そこでがくんと下がってきているような状況でございます。 

 22 年度、23 年度につきましては、ただの一般競争の最低価格の入札ですけれども、24

年度に関しましては、総合評価方式による入札となってございます。 

 ９ページにお戻りください。 

 公共サービスの実施民間事業者に使用させることができる財産に関する事項につきまし

ては、印刷局内の常駐の作業場所、サーバ室及び業務に必要な電気通信設備等を使用する

ような形になってございます。 

 続きまして、９番の公共サービス実施民間企業者が、対象公共サービスを実施するに当

たり、印刷局に対して報告すべき事項につきましては、適正かつ確実に業務を実施してい

るか。それを把握するために、仕様書に基づく各種報告書を提出させることとなってござ

います。 

 10 ページをごらんください。 

 （２）調査ということで書いてございますけれども、適正かつ確実な実施を確保するた

めに、必要に応じまして調査等を行うことができるということとしております。 

 また、秘密を適正に取り扱うための措置といたしまして、業務の実施に際して知り得た
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情報の目的以外の利用の禁止、個人情報の適切な管理、そのほかに秘密情報の取扱いに関

する誓約書を提出させることとなってございます。 

 13 ページでございます。 

 民間業者が故意または過失により当該業務の利益者等の第三者に損害を加えた場合にお

きましては、国家賠償法第１条第１項や民法第 709 条に基づきまして、印刷局が民間事業

者に対しまして求償できることとしております。 

 最後になりますけれども、11 番、公共サービスに係る評価に関する事項につきましては、

内閣総理大臣が行います評価の時期を平成 27 年５月としまして、これを踏まえて、各年の

３月末時点で調査を行うこととしてございます。調査方法としましては、ヘルプデスクの

利用者へのアンケート、システム運用、セキュリティ上の重大障害等に関しての民間業者

からの報告書によって評価を行うようにしてございます。 

 以上で国立印刷局からの報告を終わります。 

○小林主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました実施要項（案）の内容につきまして、質問、

御意見をお願いいたします。 

 逢見専門委員、どうぞ。 

○逢見専門委員 まず１点確認したいのですが、15 ページの「従来の実施に要した経費」

の説明では、21 年度は１億円で１者応札だったと。22 年、23 年は４者で競争したことに

より下がってきたと。24 年は最低価格から今度は総合評価方式に切りかえて 3,400 万ぐら

い。これは業務の中身はほとんど変わらずに、金額が下がったということですか。 

○古谷グループリーダー 変わってございません。 

○逢見専門委員 随分大きく変化しているなと思いましてね。 

○古谷グループリーダー システムをつくった当時は、やはり随意契約でやっていたこと

もございまして、それを一般競争入札に変えてきたという経緯がございます。当初は、つ

くったところが保守もやっているということでございましたけれども、今はもうその業者

ではありません。 

○逢見専門委員 あと、４ページの稼働率が 95％以上となっていて、参考として 95％とし

た場合、最長停止期間が 8.75 時間であると出ていますが、8.75 というと丸一日止まって

しまうということですね。 

 ほかの案件も見ているんですけれども、95％というのは割と低いレベルです。丸一日

8.75 時間止まるというのは、印刷局の LAN のシステムとしては、丸一日止まっても、何と

か差し支えない範囲でできると考えたということですか。 

○古谷グループリーダー 今まで丸一日止まったことはないんですけれども、一応、丸一

日以内であれば何とかなるのかなという形で考えてございます。 

○逢見専門委員 ほかですと 99％とか、そのぐらいのレベルまで要求しているところが多

いんですけれどもね。 
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 それと、ディスインセンティブは設定しないということですね。５ページのロのところ

で、改善指導で減額措置は行わないが、実施方法について改善を行うよう要請すると。改

善がなされればいいんですが、今回、契約期間が３年ということになっていて、何回も指

導しても、なかなか思うように改善できないというときに、ディスインセンティブなしで

本当にいいのかなという懸念はあるんです。 

○古谷グループリーダー そこは当然指導しながらやっていくんですけれども、ディスイ

ンセンティブがなくても、できるような形をとっていきたいと思います。 

○逢見専門委員 SLA（Service Level Agreement）も設定していないわけですね。今まで

もやっていないし、これからもする意思はないんですね。 

○古谷グループリーダー そうですね。 

○逢見専門委員 そうすると性善説というか、業者さんがやってくれるだろうと信頼して

いるというのはあるけれども、やはり要求水準に満たない。まず、クライアントとして何

を要求しているのかということをもっと客観的に示さないと、例えば改善指導をするとい

っても、ここまでちゃんとやれということが定量的に示されないといけないのではないか

という感じがします。 

 ディスインセンティブをやるやらないは、それぞれの判断はあるとは思いますが、ただ、

何か全体として緩いという感じがしますね。例えばもうちょっと SLA を設定して、きちん

とした客観的なサービスレベルの水準を求めるとか、何かしたほうがいいのではないかと

思います。 

○小林主査 総合評価をせっかくとっているので、技術点と価格点ですね。だから、技術

点のところ、サービスレベルの部分をちゃんと見るよという仕組みにしているわけだから、

やはりサービスレベルはちゃんと明確にして、それは達成してくださいというつくり込み

のほうが合理的だと思います。 

 でも、先ほどの御説明だと、95％で印刷局の仕事にはそれほど影響がないという御説明

だったので、本当にそうなのかよくわかりませんけれども、総合評価をやって、質も重視

しますよということなので、Service Level Agreement はやはり検討していただいたほう

が、ディスインセンティブを設定しないとしても、求める水準を明確にするという意味で

重要なのではないかと思います。 

○古谷グループリーダー そこは検討させていただきたいと思います。 

○小林主査 大山専門委員、どうぞ。 

○大山専門委員 総合評価を 24 年度の分はやっているわけですが、そのときの価格あるい

は総合評価の項目別の配点については、24 年度と今回とで変わっていますか。それとも同

じでしょうか。 

○佐藤主査 基本的に変えてはいません。 

○大山専門委員 そうすると、24 年のときに落札した結果については、今、運用している

状態だと思うのですが、結果自体には満足なさっていると考えてよろしいですか。要する
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に、何かがあれば必ず次の評価点を変えるというのをやるわけなので、そこについて変え

ていないということは、大丈夫だと判断していると。 

○古谷グループリーダー はい。そこは大丈夫です。 

○大山専門委員 今回は、ちなみに次は３年ですね。そうすると、１年の話でやるよりは、

応札するところがふえてくる可能性は十分あると思うのですけれども、そこについては、

まだ全く感触としてはお持ちではないでしょうか。 

○古谷グループリーダー そこはまだないです。 

○大山専門委員 そうすると、現状と次の話は３年で応札者がふえてくる。競争性を高め

るのはいいんだけれども、同じ質であればより安く、同じ値段なら質を高くという、この

２つのバランスから見て、今回のこのやり方は十分とお考えでしょうか。 

○古谷グループリーダー そこは、前回この形でやって、その辺のところは大丈夫だと考

えています。 

○大山専門委員 ごめんなさい。質問を変えると、今回の話は、より値段が下がるほうに

期待をなさっているということですね。 

○古谷グループリーダー はい。 

○大山専門委員 ですけれども、配点を見ると、結構技術点が高いですね。それも加点の

ほうが高いですね。 

 細かいことを聞いて恐縮ですが、何が聞きたいかというと、もう少しストラテジーに聞

くと、今の落札者は、もう一者に対して、技術点は上だったんですか。それとも下だった

んですか。 

○古谷グループリーダー 技術点は上でした。 

○大山専門委員 そうすると、価格も安くて、技術点も上だった。 

○古谷グループリーダー 総合評価なので、そこは合計点になりますので。 

○大山専門委員 もちろん、それはわかるんですけれども、だからその次のバランスのと

り方にきっとなるので、それでこの判断になっている考え方を確認するために聞かせてい

ただいているんです。 

○田中副調査主事 金額も低かったですし、技術点も高かったです。 

○大山専門委員 では、まだ可能性がありますね。 

○小林主査 それに関連して言うと、この総合評価の表ですね。例えば評価基準表でのク

ライテリアというのがよくわからないところがあって、何を評価しているのか。だから、

この総合評価の加点のところというのが非常にうまく適切な評価に効いているのかという

のがよくわからないところがあるんです。 

例えば 61 ページを見ていただいて、必須のところに○も付いていて、加点のところに

も点数がついているものも結構あるではないですか。たくさん丸ポツがあるところで、こ

の中の何をどうやって評価しているのか。全体的にという御説明だったと思うのですけれ

ども、そこのところのクライテリアが明確ではないのかと。 



29 

 

 例えば５の作業体制のところでも、具体的に記載されているとか、作業内容は 60 点なの

であれですが、どこを重点的に見ているのかというのが明確に見えないと、提案自体もど

のように工夫したらいいのかというのがわからないし、評価自体もあいまいになってしま

うのではないかと思うんですが、その辺はいかがですか。 

○古谷グループリーダー この表の評価基準の●のところですけれども、この●の項目を

全て満たしたことによって、必須項目がオーケーになりましたということで、この○のと

ころがオーケーになります。 

 そのほかに、このほかにもいい提案があれば、それは加算点として乗せていきましょう

というイメージです。ですから、これ１個ずつで加算点を出していくということではない

です。 

○小林主査 それはどこに書いてあるんでしょうか。 

 評価基準に基づき評価を行い、提案内容が特に優れているといったところで、例えば運

用管理支援作業内容について 120 点の範囲の中で点数をつけるということですかね。 

○古谷グループリーダー はい。 

○井熊副主査 例えば 62 ページにあるもので、証明書が添付されているというので点数が

ついているものがありますね。あと、具体的かつ詳細に記述されているということに対し

て点数がついていますね。こういうのは、どうやって点数をつけ分けるのかなというのが

あります。書かれているか、書かれていないのか、オール・オア・ナッシングだなと。 

○古谷グループリーダー 一番最後のところですか。 

○井熊副主査 一番上でもいいですね。能力が具体的かつ詳細に記載されていると。その

次は、証明書が添付されていると。証明書が添付されているのに 10 点とかというのは、ど

ういう意味なのかなと思いましてね。５点はあり得るのかとかね。 

○小林主査 「複数の資格が記載された場合は」ということは、資格がたくさんあれば加

点するということですか。 

○古谷グループリーダー ここは、まず必須項目は○が付きますということで、例えば７

の２段目の 10 点のところですけれども、これを総体的に見まして、７ページにあります評

価基準のところの全体的に◎とか○とか△を見ていきます。 

 その下の配点表の最大加点数が 10 点の場合については、５点というのもここであり得る

という見方でございます。 

○大山専門委員 今の点に関連して言えば、この評価は、当然応札しようとするところに

はお見せしますね。こちらから出ている質問は、多分同じことも出てくるので、というこ

とは、応札する側にとってはわからないということなんですよ。したがって、そこのとこ

ろはしっかり書いてあげないと、あるいは考え方をわかるようにしてあげないと、多分応

札者は、これだけの配点になりますと、点数の高いところに自分のところは有利かどうか

見ますので、ぜひそこのところはわかるようにしていただく必要があるのではないかと思

います。 
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 細分化するほうがいいかというのは、両方ありまして、いろんな経験をお持ちだと思う

んですけれども、細分化して書ければ、その分、点数をつけるほうは楽なんですよ。それ

と、余りぶれないんです。だけれども、私が今、聞いていてよくわからなかったのが、例

えば 120 点の加点のところの必須が多くて、必須はいいけれども、その後、61 ページの３

ですが、この●３つがどのレベルになると 120 点までいくのかというのは、多分人によっ

て印象が違うので、そうすると何となく審査員の人も迷うし、応札する側もどこに力点を

置いて書けばいいのかで迷うと思います。 

その辺はできるだけ、細分化できて、明確にできるなら、そのほうがいいし、ここは何

点ずつふえていきますという書き方。大項目でくくって、最後に総合評価をやりますよと

いうのなら、それもあってもいいと思うんです。ただし、その総合評価のところの最終的

な加点の部分というのは、ほかの細分化されたものの残った部分を充てるということにな

るのでしょうから、バランスを見て、今やっている方法をできるだけ考慮して、あるいは

配慮して言えばそういうやり方なんだけれども、その辺は工夫していただくとよろしいの

かなと思います。 

○古谷グループリーダー わかりました。業者さんも、これを見て迷うところもあると思

いますので、そこはもう一回、どういう形の基準でやるかというところは、わかりやすく

書こうかと思います。 

○井熊副主査 こちらの履歴を見ると、満足度を上げると言いながら価格もすごく下がっ

ていると。今までの３分の１になっているわけですね。それで総合評価がある意味どこま

で効いたのかなというところがあるのと、過去の満足度調査が、前の事例とかだと九十何

点なんです。これは 80 点ぐらいで、合格点が 65 点で、今までに我々が見た例に比べると、

満足度評価の実績とこれを満たさなくてはいけないというレベルが 10 点ぐらい低いんで

すよ。だから、そう考えると、価格は過去に相当下げているので、やはり一番大事なのは、

この皆さんの仕事だと思うんです。この目先の価格を下げるということではなくてね。 

 だから、その意味で、満足度をもう少し上げるような比較評価の工夫とかをされたほう

がいいのではないかと思います。これが１億だったものが 1,000 万になるというのも、何

か違うのだろうなと思うしね。 

 あともう一個、実績の８ページのものですけれども、ここの「同規模」というのに全部

反論したいんです。比較評価で大きい規模をやった事業者のほうがいいよという選定はい

いと思うんです。ただ「同規模以上」と言ってしまうと足きりになってしまうので、規模

の大きなシステムの運用実績があると書くのだったら、それは総合評価をやるのだから、

それで十分ではないかということと、公共機関というのは、なぜ民間と別枠にされている

のか。例えば印刷局さんとかは、守秘性があるとかというのがあるかもしれないけれども、

普通の役所は民間のオフィスと余り変わらないんです。だから、公共機関か民間かという

分け方はやはりおかしいという感じがします。 

○小林主査 多分、先ほどの SLA の話とも通じていて、何を求めるのかということが明確
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になっていれば、評価のところでも明確になると思うんです。だから、井熊先生がおっし

ゃったとおり、結局、総合評価をやることによって、一定の求める質のレベルを達成して

いただいた上で効率的にやっていただきたいというのが、そういう意図だと思いますので、

SLA の明確化をすると同時に、この見直し。 

 今、井熊先生がおっしゃった「同規模以上」とか「公共機関」というのも検討していた

だくと、参入者がこの間は２者だったではないですか。２者だったら、結構相対的に各ワ

ーカーのという感じはするんですけれども、やはり SLA の絶対的な基準を満たさなければ

いけないということと、その中で多数参入してきたときには、客観的なクライテリア、評

価基準というのが明確になっていないといけなくて、そこのところも検討していただきた

いということだと思います。 

○古谷グループリーダー 今の８ページでございますけれども、先ほどの実績の評価のと

ころは、62 ページのところに出ています。ここは必須項目ではなくて、ただの加算項目と

いう形になってございます。ですから、これを必ず満たしていなくてはいけないというこ

とではないということだけは申し上げておきます。 

○小林主査 でも、同規模以上でなければ、10 点はつかないわけですね。 

○井熊副主査 「同規模以上」と書いてしまったら、例えば 1,000 台だったら 900 台の実

績は書けないですね。そういうミスリードをするような記述は消したほうがいいのではな

いかと思います。 

○小林主査 実績は多い、豊富というのもすごくあいまいではないですか。 

○尾花副主査 済みません、多分誤記だと思うのですが、３ページの下の「満足」の場合

の配点が 25 点、「ほぼ満足」が 20 点、「普通」が 15 点という合計が 100 点にはならない。 

○小林主査 これは４設問あるからということですね。 

○尾花副主査 なるほど。わかりました。 

 次ですが、５ページの「４ 入札参加資格に関する事項」ですが、これを読んでもすぐ

に該当するかどうかわからないので、できれば６条１項１号～３号とか、６条２項とかを

列挙されたほうがいいように思います。 

 それとの関係で、恐らくこの中に暴力団排除に関する条項があるのですが、（３）の「警

察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として、購買等契

約からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと」というものの関係が、

見る限り読めないのですが、これは何か貴局の特別な要請があるのでしょうか。 

 まとめて言いますと、あとは民間事業者から読んでびっくりすると思われるのが 11 ペー

ジの契約内容の変更です。通常、契約内容の変更というのは、相手方の承諾があって初め

て変更できると民間事業者は考えていると思うのですが、これを読むと、一方的に変更権

があるように思え、かつそれの場面が必要があると貴局が考えたときという記載になって

います。 

これはもしかしたら、こういった公共サービスでは、割と基準文言のようなのかもしれ
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ないですが、民間事業者からは変更権が一方的にあるような書き方は驚かれると思うので、

入札の障壁になるような気がするので、「承諾をした場合」とかにされたほうがいいと思

います。確かに金銭的な手当をするから大丈夫ですという御配慮も見られるのですが、金

銭的な手当があったとしても、民間事業者が貴局の要請に応じた人員や仕組み、人材を確

保できるとも限らないので、この辺はもう一度変えたほうがいいと思います。 

 さらにもう一つ言いますと、解除条件なのですが、会社更生の申立てをしたときに解除

できるというのは、なかなか判例でも規定されている場合も多いので、この条項は通常の

破産法や会社更生法に任すということで削除されたほうがいいのではないかと思います。 

○小林主査 今のはどこですか。 

○尾花副主査 （ロ）のＤです。 

 これが解除であるとすれば、通常、破産法や会社更生法にどんな場合に解除できるかと

いう定めもあるので、申立てが生じたときにすぐに解除できるというのは、なかなか判例

でも認められない場合も多いので、国が解除をする場合には、法律の定めにのっとるとい

うことで、こういう条項は削除されたほうがいいのではないかと思いました。 

○小林主査 ほかによろしいですか。 

 それでは、今、いろいろ意見がたくさん出たので、事務局のほうでまとめてください。 

 今の尾花先生の御意見は、まずは５ページの４の（２）と（４）もそうですね。第６条

第１項の部分と第２項の部分の規定というのがよくわからないということと、今の 11 ペー

ジは、通常、契約内容の変更ができますよ、損害を受けたときは負担しますよと書いてあ

るけれども、（イ）で、いきなりその必要がある場合には変更できると書いていいのかと

いう話と、今の解除のところの（ロ）のＤの部分は、事務局と調整していただきたいとい

うこと。 

 大きな問題点は、SLA の明確化を検討していただけないかということと、加点といいま

すか、評価のところの基準あるいは評価項目について、もうちょっと客観的に明確化して

いただけないかということが大きいところです。 

 あと、満足度は 65 点ではなくて、一般的には 75 点というのが通常なのでということで

すね。 

 あとは何かありましたか。そんなところでいいですかね。何か漏れていたり、後でお気

づきになったところがあったら、また事務局に御連絡いただきたいと思います。 

 今のことを検討していただいて、事務局といろいろやっていただいて、その結果をまた

委員にフィードバックしていただいて、それを確認した上でパブリックコメントをすると

いう手続にしたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 先生方も今、言い漏らしたとかいうことがありましたら、事務局にお寄せいただいて、

事務局でとりまとめていただきたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 パブコメをして、次回で議了するということで調整をしていきたいと思いますので、い

ろいろ検討いただくことがたくさんありますけれども、よろしくお願いしたいと思います。 
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 では、ありがとうございました。 

（国立印刷局退室、国土交通省入室） 

○小林主査 それでは「道路、河川・ダムの発注者支援等業務」の実施状況等の審議を始

めたいと思います。 

 まずは事業の実施状況について、国土交通省大臣官房技術調査課建設システム管理企画

室の高村室長より御説明をお願いしたいと思います。 

 時間が押しまして申し訳ありません。御説明はなるべく簡潔にお願いできればと思いま

すので、よろしくお願いいたします。 

○高村室長 それでは、お手元の資料４に基づきまして御説明いたします。「平成23年度

発注者支援業務等の実施状況について」ということでございます。 

 「（１）事業の概要」でございます。公共サービス改革基本方針において民間競争入札

の対象として選定されました道路・河川・ダムにおける発注者支援業務等について、いわ

ゆる公共サービスの改革に関する基本法律の規定に基づきまして、平成23年度に単年度ま

たは複数年の契約期間により民間競争入札を実施しております。 

 今回の報告につきましては、平成23年度に単年度契約期間で実施した事業について報告

するものでございます。 

 「（２）対象事業」につきましては発注者支援業務等ということで、主に３つございま

す。発注者支援業務、用地補償総合技術業務、公物管理補助業務ということでございます。 

 発注者支援業務につきましては積算の業務、工事監督の支援、民間の会社の技術審査を

行う業務です。 

 用地補償総合技術業務につきましては、用地補償に当たっての用地交渉等の業務でござ

います。 

 公物管理補助業務につきましては、河川巡視、道路許認可、ダム管理など、あとは道路

についても同じような業務をしております。 

 受託事業者でございますけれども、弘済会等が378件、弘済会等と民間のJV、いわゆる一

緒に受注する形態が68件、その他が361件となっております。 

 「（４）確保すべき公共サービスの質」につきましては、達成目標及び達成状況を確認

するための評価項目といたしまして、別紙１ということで、非常に字が小さくて恐縮でご

ざいますけれども、基本的にそれぞれのものが繰り返し出ているので、大体同じようなも

のでございますが、後ほどもう一遍説明いたしますけれども、業務の完成後の評点に基づ

きまして反映・評価をしております。 

 その話ももちろん御説明いたしますが、もとの資料４に戻っていただきまして、１ペー

ジの一番下の部分の「２ 実施状況の調査結果」でございます。当省が発注いたしました

22年度業務のうち、完成業務の平均総合評価点と、今回の公共サービス改革法に基づいて

契約手続を行った対象業務の平均総合評価点を評価することによりまして、達成状況とし

て評価しています。 
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 具体的には、めくっていただきまして２ページでございます。先ほど申し上げました業

務の主な分類ごとに、平成22年度の平均評点と平成23年度の平均評点を比較しております。 

 点数を見ていただけると大体おわかりかと思いますけれども、22年度と23年度の平均評

点はほぼ同等の結果かと思っております。これは業務体制や業務処理等について特段の問

題が報告されていない平成22年度と同等のサービス水準が確保されたものと考えておりま

す。 

 「（２）入札の状況」でございますけれども、平成23年度、いわゆる弘済会等につきま

しては、発注者支援業務37％に対して弘済会以外が63％となっておりまして、弘済会等の

受注割合を上回っております。 

 一方で公物管理の業務につきましては、弘済会等が68％ということで、大体３分の２ぐ

らいが弘済会等ということでございます。用地補償総合技術業務と合わせまして、どちら

もいわゆる民間企業(JV含む)が３割程度と低い傾向が見られております。 

 応札件数でございます。２ページから３ページにかけてでございますけれども、発注者

支援業務につきましては３件を超える応募がございます。 

 公物管理業務と用地補償総合技術業務に関しては若干低いのではございますけれども、

それぞれ見ていただいたとおり、22年度に比べまして平均応札件数は増大しておるという

ことで、競争性の改善は図られているものと考えております。 

 「ウ 平均落札率の状況」でございますけれども、これも一番右下のところの数字を見

ていただきますと、平成23年度と平成22年度の合計値でございますが、平成22年度が86％、

平成23年度が87％ということで、落札率に関しては大幅な変化はないと見ております。 

 「３ 実施状況の分析」のサービスの質でございます。さらなる民間企業の参入を目的

として、市場化テストを実施しているということで、サービスの質に変化があるかどうか

ということでございます。 

 23年度の平均評点を比較しております。弘済会等が受注したものと、弘済会等とのJVを

含んでおりますけれども民間の点数を比較しております。 

 平均評点をざっと見たところでは大きな違いはないので、サービスの質はおおむね図ら

れていると考えております。 

 ただ、お手元の、右肩に資料３と書いてあります、いわゆる別紙３の一番下に付いてお

る資料があろうかと思いますが、もう少し中を細かく見たものがございます。これはこの

弘済会等とそれ以外のものの成績を比較したものでございまして、若干ではございますけ

れども、弘済会等よりも民間のほうが評価が下回っているものがございます。特に、この

表の中の左から２つ目の「的確な履行」と書いてある部分の、特に公物管理の補助の部分

です。－0.7点から－2.2点に至る民間企業のほうが低いということでございます。 

 ここの「的確な履行」の判断基準といたしましては、法令とか技術基準の知識あるいは

業務内容についての判断、関係者とのコミュニケーションといったものを評価項目にして

おります。 
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 資料４の３～４ページに書かせていただいておりますけれども、この法令とか技術基準

の知識などの評価が、弘済会等で民間企業のほうが残念ながら低い傾向となっている。こ

れはどうしても、国土交通省で定めております基準とか業務遂行といったものは、ある程

度業務経験がないと知識がつかないというか、身につかないのでございますから、若干業

務経験が少ない民間企業等が評価が低いという結果になったら、若干やむを得ないのかと

思います。今後、業務実績を積み重ねることによって改善するのではないかということで

ございます。 

 「（２）入札結果の状況について」は、まだ発注者支援業務がある程度、63％と民間の

受注割合が高いわけでございますけれども、その他の２つについてはまだ、先ほど申し上

げましたように３割程度で若干低いということでございます。ただ、応札件数自体は増加

傾向が見られますので、市場化テストの効果はあらわれているのかと思っています。 

 最後に「（３）今後の方針について」は、公物管理補助業務等につきまして、さらなる

民間参入の取り組みとサービスの質の確保の観点から、民間企業の業務経験の蓄積（実績）

を積み重ねることが必要と思っております。 

 さらに民間参入の取り組みを進めるということでございまして、我々のほうで業務公告

前に実施しております「発注者支援業務等に関する説明会」をやっておりますけれども、

これを継続するということと、新しく参入するのに単年度契約だと、１年で終わりという

のはなかなか、１年分だけ体制をとるというのもしんどいでしょうから、複数年契約の発

注件数を拡大していくこと。それから、落札者を決める場合の総合評価において、できる

だけ民間企業も入りやすいような条件を、引き続き見直しを検討してまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○小林主査 ありがとうございました。 

 続きまして、同事業の評価（案）について、内閣府公共サービス改革推進室より説明を

お願いします。説明はコンパクトにお願いいたします。 

○公共サービス改革推進室 それでは、平成23年度の「道路、河川・ダムの発注者等支援

業務」の評価（案）について説明いたします。 

 お手元の資料の１ページ目です。国土交通省様のほうから御報告をいただいたとおり、

本年度は平成23年度に単年度契約で実施した事業について評価を行うことになっておりま

す。 

 評価の対象となっている事業につきましては、１ページ目の表の中に書かれております。

発注者支援業務、用地補償総合技術業務、公物管理補助業務の合計約800件について評価を

行ったものでございます。 

 「業務にあたり確保されるべき質」に関しましては、国土交通省様より提出いただいて

おります別紙１です。対象公共サービスの質とモニタリング方法についてまとめられてお

ります。 
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 ２ページ目「２．受託事業者決定の経緯」につきましても、国土交通省様より提出いた

だいております別紙２に整理されている入札手続を経て、単年度または複数年度契約によ

り落札事業者を決定しているところでございます。 

 続きまして「Ⅱ 要求水準（達成目標）等データの分析等」ということで、対象公共サ

ービスの質についてでございます。 

 ２．の「（１）対象公共サービスの質」のちょうど中段でございますけれども、平成23

年度業務の平均総合評価点は、平成22年度業務の平均総合評価点とほぼ同等の水準であっ

た。それ以下の表にまとめられているとおりでございます。 

 業務の実施について、特段の問題が報告されていない平成22年度と同等のサービス水準

が確保されているという結果でございまして、各受託事業者が業務内容及び仕様書を踏ま

え、適切に業務が実施されたものと考えられます。 

 ３ページ目「（２）入札状況」についての評価でございます。発注者支援業務は、業務

ごとに実施内容、業務量、実施期間が異なるということでございますので、公共サービス

改革法の対象事業と従前経費を比較することが技術的に困難である。そのため、以下のと

おり入札結果、平均応札者数、平均落札率について、事業に係る競争性の確保の観点から

評価を行うことといたしました。 

 まず、入札結果につきましては、先ほど御報告があったとおり、発注者支援業務におい

て民間企業の割合が高く、公物管理業務用地補償に関して若干、民間事業者の参入が低い

状況です。ただし、平均応札者数に関しましては、公共サービス改革法を導入する前に比

べまして、１業務当たりの平均応札者数が平成22年度に比べて増加傾向にあるということ

でございます。 

 平均落札率については大幅な変化は見られないということでございます。 

 最後のページになります。「（３）評価のまとめ」でございますが、対象公共サービス

の質といたしましては、サービスの質の維持はおおむね図られているものと考えておりま

す。 

 ただ、平成23年度の各評点の各項目別の分析によりますと、業務経験が少ない民間事業

者の評価は、業務経験の多い弘済会より「的確な履行」の部分に関しまして若干低くなっ

ておりますが、これは民間事業者(JV含む)が業務実績を積むことによって改善が図られる

ものと期待しているところでございます。 

 続きまして、入札結果につきましては、若干ではございますが平成22年度応札状況より

ふえておりますので、市場化テストによる効果は得られているものと考えております。 

 最後に「Ⅲ 今後の方針について」は、サービスの質はおおむね図られている。今後民

間事業者が実績を積むことによって改善が図られるものと期待しておるというところでし

て、競争性の確保につきましても、引き続き競争性の改善が図られることを期待しており

ます。 

 最後に、本年度の評価は平成23年度、単年度の評価のみとなっておりますので、平成23
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年度から複数年度の契約期間で実施された事業の評価については、次年度に行う公共サー

ビス改革法に基づく評価において行うこととしたいと考えているところでございます。 

 以上でございます。 

○小林主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました事業の実施状況及び事業の評価（案）につき

まして、御意見・御質問をお願いいたします。 

○逢見専門委員 これは平成23年度単年度の実施事業の評価ですので、本来なら複数年度

の評価までいかないと、全体的な今回の発注者支援業務の評価には至らないと思います。

そういう留保をした上でということではありますが、全体としての印象を見るならば競争

性も確保・改善されているし、質の点でも当初懸念された、民間参入してもなかなかそう

いう力がついていないところがあってという心配があったのですけれども、質の面でもそ

んなに変化していないということであれば、民間参入してもそれなりの仕事ができている

なという感じですので、引き続きこれで市場化テストを継続してもらって、競争性の確保

と質の向上に努めていただくということかと思います。 

○小林主査 宮崎先生、どうぞ。 

○宮崎専門委員 資料４の３ページの３の（１）ですが、公物管理補助の道路巡回業務が

弘済会等だけ0.0点となっているのは。 

○高村室長 本来横バーだったかもしれません。ここは該当なしです。 

○逢見専門委員 該当がないということですか。これはバーにしていただくと。 

 以上です。 

○小林主査 ほかによろしいですか。 

○尾花副主査 達成水準のモニタリングの手法で責任感、積極性、倫理観というのがあり

まして、一般人的には、それをどういうふうに評価されているのか非常に判断しかねるの

で、時間もないことですし、事務局のほうからは何か個別の指標があるということだった

ので、何かそれを開示される、もしくは注記されるような形がよいのではないかと思いま

す。 

○牧角課長補佐 今のは別紙１です。 

○尾花副主査 別紙１で、取組姿勢については全部倫理観というのが入っています。倫理

というのはなかなか判断しかねる点があります。 

○高村室長 一応チェックリスト的に公表されている採点基準がございまして、この責任

感とか積極性とか倫理観とかはある程度一塊で評価しているのですけれども、例えば技術

の研鑽に積極的に取り組んでいるとか、もし業務の実行中に新たな課題が発生した場合に、

社内全体としてそれの体制を拡充して対応するといったような、あるいは地域への貢献を

考えているとか、そういったチェックの中で、倫理観だけというよりも、この３つをまと

めた評価という形になっております。 

○小林主査 多分何かベースになるチェックリストみたいなものが、複数いろいろあるん



38 

 

ですね。統一的に標準化されている基準だということですね。 

○高村室長 そういうことです。 

○小林主査 ほかによろしいでしょうか。 

 それでは、この道路、河川・ダムの発注者支援等業務は、これを継続していくことによ

って競争性も図られ、民間事業者のスキルもアップしていくことに期待されるということ

ですので、今後ともよろしくお願いしたいと思います。 

 この事業評価（案）等に関する審議はこれまでとさせていただきたいと思います。事務

局から確認すべきことはありますか。 

○事務局 特にありません。 

○小林主査 では、本日の審議で国土交通省におかれましては、またさらに進めていただ

きますように、どうぞよろしくお願いいたします。 

（国土交通省の担当入れ替え） 

○小林主査 それでは、続きまして、国土交通省の「航空灯火・電源施設の維持管理業務」

の実施要項（案）の審議を始めたいと思います。 

 本日は国土交通省航空局航空灯火・電気技術室、岩田課長補佐に御出席いただいており

ますので、実施要項（案）の内容について御説明をお願いしたいと思います。時間が押し

ましたので、なるべくコンパクトにお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○岩田課長補佐 それでは、資料５の１、本業務から始めさせていただきます。 

 まず、今回の航空灯火・電源施設維持管理業務の概要ですが、仙台空港と中部、関空、

成田がございます。資料Ｅ－４です。 

 仙台空港につきましては、航空灯火施設維持工事ということで、国が航空灯火の維持管

理を実施しています。定期点検、監視室駐在作業、応急復旧について航空灯火施設と電気

施設の双方の作業が実施されるということです。 

 電気設備保全業務は、成田、中部、関西空港がございます。航空灯火施設そのものは空

港株式会社のほうで実施しておりますので、電気設備保全業務につきましては、管制塔で

あるとか航空機を誘導するための無線施設とか、そういう部分の電気施設の保全業務とい

うことで、定期点検と監視室駐在作業が実施されるという内容でございます。 

 大きく概念的にはこういう内容で、具体的には実施要項の概要の部分になります。そち

らのほうはＥ－２の１ページ目の「1.1.1 対象施設の概要」ということで、仙台空港の航

空灯火施設の維持工事につきましては、対象となる施設は公共交通機関として利用される

空港の円滑な運営及び航空機運航の安全を確保するために空港に設置される航空灯火

1,656 灯、エプロン照明灯 77 灯、街路灯 43 灯の航空灯火等施設等並びに航空保安無線施

設、庁舎・・。 

○小林主査 時間が押している関係で、応札者が少ないということが非常に論点になって

いまして、応札者をふやすために実施要項をどういう工夫をしているのかということを中

心に御説明いただけると大変ありがたいです。 
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○岩田課長補佐 それでは、概要は以上とします。 

 資料Ｅ－５、これは過去の応札者の状況ということで、トータル 29 件の空港の維持管理

業務を発注しておりまして、22 年度～24 年度までの応札結果をまとめたものです。落札率

は平均すると約 99％で、二者入札になっているのが限られた空港のみとなっております。

落札率が非常に高いという御批判もあると思いますが、そちらにつきましては、入札が必

ずしも１回目で落札したわけではなく、１回目で落札するのはほんの２件くらいで、その

他は２回から多いところになると 10 回くらいやって、それを小刻みに札入れした結果、落

札率が 99％のぎりぎりのところで最終的に落とされたということで、結果的に高い落札率

になっております。 

 先ほど御指摘がありました１者入札が多いという部分ですが、競争参加資格を有する対

象者数というものは実際にはかなりございます。Ｅ－８がそれぞれの空港の維持工事で、

実際に参加可能な人数は一番上から 50 社、少ないところでも 25 社ある中で、なぜ１者し

か応札していただけないのかなということでアンケートを実施しました。 

 空港ですので毎日８時間勤務というような作業条件ではなくて、運用時間は 24 時間の空

港もありますし、小さいところで 14 時間くらいになりますので駐在員がなかなか配置でき

なくて、その作業員を確保するのに時間を必要とするというアンケート結果などもあるの

ですが、それはどうしても空港の安全・安心を守るために、運用時間中に駐在員を配置し

ていくことが必要なのでやむを得ないのではないかという考えを持っております。 

○石黒専門官 空港の特殊性という話がありまして、本来ならば一般の建物とかのメンテ

ナンス作業であるならば、会社の都合で現場を仕切りながら人を配置できるのですけれど

も、空港の場合は 365 日運用しているということもあって、駐在員を確保し監視業務を行

い、夜間にメンテをしなくてはいけないという条件になってしまうので、条件に見合う人

の確保が一番難しいということがアンケートからも上がっています。 

 空港の昼間は当然、航空機が運航していますので、夜間作業が主体となります。空港の

航空灯火・電源施設を監視している電工駐在があるのですが、これについても 365 日しな

くてはいけない。これらの２つのことが一番ネックになっていまして、人が集まりにくい、

確保しにくいというのがどうも大きな原因になっているようでございます。 

 もう一つあるのは、空港内の作業自体が結構リスクが高いということで、例えば何らか

の滑走路面の灯器の締め忘れとか物の置き忘れとかがあった場合、それが原因で万が一、

航空機の運航に影響が出たり、空港の運用に影響があった場合に、即会社がつぶれるくら

いのリスクがあるということで、どうしても一歩引いてしまうということから、なかなか

参加したいというのが少ないのかなと分析しております。 

○井熊副主査 全国にわたって何年間ほとんどのところで、23 年度、24 年度の実績で全部

一緒というのは、今、言ったような御説明はほぼあり得ないと思います。今、リスクの話

もありましたけれども、このくらいの契約金額のもので起こったリスクを事業者に完全に

負わせること自体が、そもそも契約構造上の問題であって、事故を発生させた場合はある
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程度のペナルティーを発生させるにしても、入札金額にあったリスクにするのが当然だと

思います。 

 ここにある数字ですけれども、何十社が可能だというので、ここも資格条件などを満た

すと、東京航空局管内に本店、支店または営業所を有し、この 3.8 にある元請けとしてこ

ういう工事をやっている会社がこんなにいっぱいあるんですか。 

○石黒専門官 82 社あります。 

○井熊副主査 13 ページ、14 ページに書いてあるようなものは結構特殊性がありますね。

不思議だなと思うのは、ここに挙がっている会社は十数社くらいですね。元請けをやって

いる会社がこれだけ固定しているのに、これに該当する会社が場所によっては 80 社もいる

というのはなぜなのだろうと。 

○岩田課長補佐 これは参加要件を調べた結果、これだけの社があるということです。 

○石黒専門官 資料Ｅ－８の中で、仙台空港については震災の関係もありましたので、事

業を東京航空局管内に広げております。一方、ほかの空港については東北６県とか関東の

みとか、そういう形である程度の地域に拡大。これは前回と変わっていないですけれども、

その地域の差で会社の数が違うだけだと思われます。 

○井熊副主査 私は余りよく理解できないのですが、これは維持工事の仕様書ですね。こ

こに書いてあるのが維持工事または設置工事の実績と書いてあるわけですね。ここの維持

工事の会社が仙台だったら、この弘電社がずっととっている。こういう灯火の維持工事の

仕事を１社がずっととっているのに、なぜ元請けでやった会社がそこにそんなに存在する

んだろう。例えば仙台は 82 社いるんです。１社がこんなに長く受注をしているのに、どう

して 82 社も存在し得るのかがよくわからないです。 

○石黒専門官 この 82 社というのは、競争参加可能者数のうち、第 117 条の飛行場灯火の

設置工事も含んでおります。この設置工事というのは、空港の中の例えば滑走路灯の設置

工事とか、そういうのを全部含めた総数が 82 社ということになります。純粋に維持工事だ

けを持つ会社は 13 社となっています。 

○岩田課長補佐 ３列に書いている参加可能者のうち維持工事実績という欄が、実際に維

持工事を実施している者です。 

○石黒専門官 82 社全てが維持工事の実績を持っているわけではありません。 

○岩田課長補佐 維持工事の実績は少ないほうの数字ですけれども、可能な数は右のほう

の多い数字の部分になるということです。 

○小林主査 その維持工事実績がある者が入札参加できるのですか。 

○石黒専門官 参加資格には維持工事をやった会社と第 117 条の飛行場灯火の設置工事と

かをやったところまで広げていくという意味で、13 社に残りの灯火設置工事を入れた会社

を含めて 82 社に広げております。 

○井熊副主査 維持工事を 13 社やっている弘電社以外の残りの 12 社は何をやっているん

ですか。 
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○石黒専門官 残りの 12 社は例えば、三沢空港の維持工事をやっていたり、秋田空港とか、

空港は国が直轄でやっている空港と地方自治体でやっている空港があります。今回の入札

参加要件の中には、国と地方自治体と共用空港とか、幅広く含めていますので、それらの

灯火工事をやった維持工事会社が 13 社あるということです。 

 例えば東北地方ですと、青森は県の空港ですし秋田もそうですね。三沢は米軍と航空自

衛隊があります。あとは福島とか、山形、花巻空港とかもありますね。そういうところを

含めますと、全部で 13 社ほどあります。13 社は実際に東京航空局管内なものですから、

北海道も含まれますけれども、それだけの会社数はあるという話です。 

○井熊副主査 これは例えば弘電社はいろいろなところに入っているわけですね。 

○石黒専門官 そうです。例えば弘電社クラスの会社だと、三沢とかにも当然入れますし、

百里などにも入れるのかなと。弘電社という会社は東北にも拠点がありますけれども、当

然、東京にも本店とかがありますので、参加できます。 

○井熊副主査 ここに書いてある数はすごく多いのだけれども、限りなくここにある人た

ちが個々に大体ばらばらに入っていて、その業者さんの間で、ここはうちだという約束事

ができているという表なのではないですか。競争していない。 

○逢見専門委員 参加資格の問題は井熊先生が言われたのですが、もう一つ、スケジュー

ルの問題があって、15～16 ページ、12 月上旬に入札公告をして、１月上旬に提案書を出し

て、決定が２月下旬ということなので、今度の４空港の前に既に 25 空港をやっているわけ

ですけれども、パブコメなどでこのスケジュールをもっと前倒ししてほしいという要望が

あって、確かにちょうど年末年始の正月をかけて、これだと本当に正月を返上して提案書

を書かなければいけないという状況なので、もう少し前倒しということができないのかな

と思っているんです。前のときもそういう検討をしてくださいという指摘を当委員会とし

てもしているのですけれども、これは変わらないということですか。 

○石黒専門官 今回は入札の公告をする時期が、前回と同じ 12 月上旬で変わってはおりま

せん。内部的にも調整をさせていただいたのですが、閣議決定がとられない時期に早く公

告を打つという話は難しいという話を伺っています。先ほど言われました入札の申請書類

の作成については、公告を打ち出されてから約２週間の間に仕上げなくてはいけなかった

ものを現場の審査部門と調整しまして、１月上旬とし、年が明けても受け付けてくれるよ

うにしました。そのかわりに１月は航空局の中の審査事務手続が煩雑にはなるのですが、

その部分を短縮させてもらって受け付ける期間を長くさせていただいております。 

○小林主査 でも、問題はそういうところではなくて、作業員を集めるというか、そうい

うのが非常に大変だという話があるので、スケジュールの問題は準備期間を置きたいとい

う話ですね。そこに何らかの工夫ができないか。 

○石黒専門官 実際の作業準備期間や従業員の教育期間とかいう話は、今回、複数社にヒ

アリングをさせていただいて確認をしたのですが、現場に入るための教育期間は約 1.5 カ

月あればいけるかなという話は伺ったところでございます。 
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○小林主査 ２月下旬ごろではなくて、もうちょっと。 

○石黒専門官 この２月下旬というのは、例えば本来ならば２月上旬に入札書提出期限が

ありますが、２月上旬には札入れをしまして、すぐに開札をします。その段階で低入札が

なければ、その段階で落札者が決定します。低入札審査があった場合に、２月下旬まで延

びる可能性があるということで、長いほうの数字を書いています。。 

○小林主査 でも、これを見ると明らかに準備期間は１カ月くらいしかないと読めてしま

います。今まで低入札はなかったのではないですか。逆に高かったんですね。別にそこで

リスコミはなくてもいいような。見るほうとしては、もしかすると１カ月を切ってしまう

というか、１カ月あるかないかという感じに見えてしまうから、無理かもしれないと思う

のではないですか。低入札があるというのは、それが通常あるというわけではないですか

ら。 

○石黒専門官 そこですけれども、審査する部門が地方航空局で行っているということも

ありまして、一方的に決めにくいところがあるのですが、通常は低入札審査で追加資料の

提出があればこの時期になるのですが、なければ上旬過ぎには決まってしまうと聞いてい

ます。実際に通知をすることは可能だと思います。 

○宮崎専門委員 通常ですと２月上旬に入札書提出期限なわけですから、２月上旬の 10

日前後だと思われますけれども、原則として２月上旬ごろ。 

○井熊副主査 一者応札だったら入札をやらないとするのはだめですか。一者応札で入札

をやらないと言って、そこの入札の場で２社が調整していたら、それは談合になるわけで

すね。 

○小林主査 そういうことは可能ですか。１社だったらやらない。 

○井熊副主査 地方公共団体の入札ではやっていますね。一者応札だったら不調みたいに

するということを入札説明書で宣言している案件はあります。 

○石黒専門官 例えば、とりにきたのが１社しかいなかったというときですね。 

○井熊副主査 いろいろな可能性はあると思いますけれども、相当異常な状態だと思いま

す。考えられる、ありとあらゆることをやっていかないと。 

○小林主査 そのままそこの業者がとってしまうということになってしまいますね。寡占

状態ですね。 

○岩田課長補佐 ただ、どうしても有利になりますのは、航空の特殊な業務を習得すると

いう部分で、新たに参入する業者はそこに経費がかかりますけれども、その部分の経費は

市場化のために、複数者を応札するために積算体系のなかで経費を上げて二者応札にする

ことは本末転倒なわけなので、そういうある程度の知識を持ったところがどうしても有利

になります。 

○井熊副主査 それ以上にここに書いてある会社同士が競争していないことが問題です。

ニューカマーが来るのもいいですけれども、ここにいる人同士が競争していないというこ

とが問題です。 
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○逢見専門委員 応募可能な会社が相当数あるにもかかわらず、事実上、一者応札が続い

ているということが解せないんです。 

○宮崎専門委員 空港単位で一つ一つの発注なので、例えば３つくらいにまとめられると、

１つが必ずこことなっているものが、３社が競争せざるを得なくなるわけですね。 

○井熊副主査 揺らぎを起こすようなことをしないと、こういう状況を放置しているのは

まずいのではないかと。 

○宮崎専門委員 例えば稚内と新千歳と釧路を３つまとめて１つの案件にすると、これは

三者で競争せざるを得ないわけですね。 

○小林主査 それはそれでボリュームが多くなってしまって大変ですね。 

○石黒専門官 どうしても人を 365 日はり付けるという駐在作業があると思います。例え

ば業務の特殊性があるのですが、若い方が集まらなくて年配の方を集めざるを得ない、ど

うしても現場密着型な要素が多分にあります。稚内と新千歳と釧路空港は違う会社が受け

ているのですけれども、それが同じ会社になったときに、そういう維持工事の形態が本当

に成立するのかわからないというところもありますし、空港は安心・安全を求められてい

て毎日動いていますので、応札業者が安定しない状態で公告を出すことが、国としても本

当にいいのかなと思います。 

○小林主査 できることはしていただきたいと思うんです。先ほどのヒアリングの結果と

して、１カ月半くらいあれば人の手当てができる、準備ができるということであるのであ

れば、ちゃんと１カ月半で先ほどのスケジュールから見ても、２月下旬に決まるというふ

うに公報をするのではなくて、ほぼ２月上旬に決定しますというようなことでやっていた

だければ、とにかく応札者をふやす、競争していただくというような環境を整えてあげな

いといけないので、ラジカルなことをいきなりやれと言っているわけではなくて、競争し

た結果としてコストがどうなり、サービスがどうなりというのが公サ法の目指すところな

ので、でき得るところからとにかく工夫をしていただいて、実施要項をつくっていただく

というふうにしていただかないと、これは去年からの案件ですね。 

○逢見専門委員 そうです。既に 29 のうち 25 をやってきている中で、前もそういう問題

があるということは指摘しているんです。 

○小林主査 参入していただくという、競争環境をつくるということの中で、その効率性

とか質の部分の進歩があると考えられるわけではないですか。ですから、少なくともでき

るところからやっていただいたほうがいいと思います。とりあえずは一番ミニマムですけ

れども、開札・落札予定者の決定はもう少し早めていただく。 

○岩田課長補佐 これは発注する地方局との調整もしなければならないので、今、やりま

すよということは言えません。 

○石黒専門官 発注者は別なものですから。 

○小林主査 それは言えないんですか。そういうふうなスケジューリングをしていただき

たいという要請はできないんですか。 
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○岩田課長補佐 要請はできますけれども、スケジュール的にそれが可能かどうかという

ところです。審査もしなければならないし、発注者の内部の審査もございます。 

○井熊副主査 それは個々のところと何ができるという調整はあるにしても、複数の会社

が競争した上で事業が決定されるというプロセスをつくるための努力はしないとまずいと

思います。 

○石黒専門官 落札率を見てもわかるように、99％とかすごく高いですね。会社としてみ

れば、受注金額についてはかなり圧縮されたお金だと思います。そういう中で、同じ空港

を違う会社がとるという話になってきますと、昔からとっているところは有利で新しくと

るところが不利なことは当然で、それは新しく資材を投入したり、あとは地域性がありま

すので、その近くから維持工事に見合う人を調達する必要がある。参加したくても結局コ

ストが非常にかかるので参加しない。 

○井熊副主査 それは航空の維持管理の特殊性ではないです。そんなものは自動車業界だ

ってみんな同じです。シェアを上げようと思ったら工場を投資しなくてはいけないといっ

て、投資リスクをとるんですから。 

○小林主査 これは市場化テストで出しているのは契約期間を長くするということで、長

くすることは１年だったら、例えば今まで参入していなかったところが初期投資をしなけ

ればいけないけれども、投資に見合うキャッシュフローが得られるかどうかはわからない

ということがあって、すごいリスクはとりたくないですね。けれども、そこの初期投資を

することによって、将来どういうキャッシュフローが生まれてくるのかということも民間

事業者は考えるわけです。それは別に国が考えなくてよくて、国は競争環境を整えるとい

うことを考えていただく必要があり、それは国民に対する説明責任です。発注者が違うか

ら２月上旬と決定ができないかもしれないとおっしゃるのはおかしくて、国や地方公共団

体として、同じパブリックとして、できる限り競争条件を整えて、それで効率的な価格な

り質なりを追求する姿勢がないといけないと思います。 

 少なくとも今、提案しているのはすごくミニマムなレベルを提案しているわけで、この

下旬というのを変えていただきたいんです。 

○石黒専門官 中旬とか。 

○小林主査 提出期限は上旬ごろと書いてありますね。上旬、中旬、下旬と大ざっぱなく

くりだと上旬は 10 日くらいまでですね。提出期限は２月の初めでも別にいいんですね。 

○井熊副主査 そういう個別の話は先ほど宮崎さんが言われたような、そういうバインデ

ィングをしていくとか、複数年化して交互にやっていくとか、いろいろと工夫をして、業

界に対して揺らぎを与えていかないと、これがずっと続きます。 

○小林主査 価格も変わらないし、業務のやり方自体も改善していかないんです。そこは

やはり変えていくというか、競争環境をどうやったら整えられるかを政府としては考えて

いかなければいけないので、少しずつでもトライアルでも何でも、せっかくヒアリングを

して、そういうことも出てきたわけだから、ここは上旬にするとか。 
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○井熊副主査 さっきの投資の話でもないですが、航空業界はこれで特殊だと思っている

ことが実は世間の常識だったりする部分もあると思います。本当に特殊なものは少ないで

す。 

○石黒専門官 例えば航空灯火施設の場合は使っている機材などでも、普通の室内とかに

あるものや道路照明とも全く違う構造になっていますし、配電方式も違っています。点検

手入れするときには航空機の走行に注意するなどが必要です。 

○井熊副主査 それは論旨が違うんです。議論の視点を変えているんです。私はつくれと

言っているのではなくて、維持管理をするという事業者の人たちが、隣のところをとって

みようと思わせるためにはどうしたらいいかということを言っているんです。そこで人を

ふやすとか何とかいうのは、あらゆる業者で普通にやっていることです。それを航空業界

の特殊な状況だと思うようなお考えはやめたほうがいいのではないですかということです。 

○岩田課長補佐 やはり一般的に請け負おうと思っている人であっても、航空機に影響を

与えたら、利用者の皆さんに迷惑をかけるというような意識が強くて、航空機の遅延に発

生したり、作業のちょっとしたミスが欠航を発生するおそれがあります。 

○井熊副主査 でも、それは鉄道はいいのかとか、バスはいいのかとなったら、自分たち

を特殊視しているとしか思えないです。 

○小林主査 とにかく、できるところはやっていただきたくて、少なくとも今のスケジュ

ールの部分はそれほどといったら語弊があるかもしれないですが、十分できる範囲だと思

います。 

 航空が特殊だとおっしゃるかもしれないけれども、業界はいろいろなところに参入して

ビジネスチャンスをつくりたいと思っているものなので、そういった業界といいますか、

マーケットの力をもっと引き出すような仕組みがそれこそ市場化の仕組みなので、前向き

にと言ったら変ですが、幅広に考えていただきたいです。どこも握っているところの中に

入ろうと思ったら大変だけれども、そこにどうやって風穴を開けるかというか、どうやっ

て自分たちのエリアを拡大していくかということについては、民間は物すごくアグレッシ

ブですね。そういう民間の力をもっと引き出すという方向で検討していただかないと、パ

ブリックの観点で物事を見るのではなくて、マーケットの観点をもっと理解していただき

たいと思います。 

 上旬というのは御検討いただけますか。上旬と書いて、もし実施しているときに審査が

うまく進まないとか、不具合でずれ込みが生じるときのリスクの部分のフォローを心配し

ていらっしゃるんでしょう。そこはどうですか。例えば 10 日と言ったのに 11 日になった

とか 12 日になったとか、書かなければいけないですか。 

○事務局 今までの事例では、現実問題としてスケジュールが守れなくても、それはやむ

なしという感じです。 

○小林主査 その場合は受注者と協議をするというような形がありましたね。 
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○事務局 それも結局、契約する前の話ですので、遅れてしまった日程を取り戻すことは

現実にはできないですけれども。 

○小林主査 もしかして新しいところがとったとして、そこが人員を確保するのに１カ月

はなければいけないのに、こんなにずれ込んでできないよみたいな話になったときの担保

というか。 

○事務局 現実的には、例えば４日１日に事業をスタートと言ったときに、例えば５月ス

タートにして現行事業者と随意契約になるのでしょうけれども、１カ月延長してもらって、

現在の事業者は５月いっぱいまでやってもらう形で、事業そのものは途切れないようにア

レンジしていく。 

○小林主査 途切れないようにできますね。 

○事務局 入札して不落になるケースなどはそうです。不落になってしまって、もう一回

入札をしなければいけないというとき。 

○小林主査 そういった意味で手当てはありますから、それが守れなかったらどうしよう

というリスクよりも、マーケットを広げる可能性のメリットのほうが大きいと国民的には

思いますので、検討をいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 それでは、確認することはありますか。 

○事務局 今の件をまた相談させていただいて、今後パブコメを予定されているので、そ

の辺がどうでしょうか。 

○小林主査 今の検討をしていただいて、なるべく上旬と書き込んでいただくようにして、

その結果を確認して、それでパブコメをしていただくという手続ですね。そういうことで

よろしくお願いしたいと思います。 

 国土交通省におかれましては、是非積極的に実施要項（案）を改善していただくように

御検討いただけますようにお願いいたします。 

 そういった手続で進めるということで、本日の入札監理小委員会はこれで終わりたいと

思います。ありがとうございました。 

 


